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はじめに

　都筑区では、平成18年度に第１期計画として都筑区地域福祉保健計画「つづき あ
い」がはじまり、区民の皆さまとともに地域の福祉保健の取組を進めてきました。この度、
第３期計画の終了を受け、令和３年度から令和７年度までを計画期間とする第４期計画
を新たに策定しました。
　これからの５年間は「2025年問題」として言われるように、後期高齢者の急増、単身世
帯の増加など都筑区においても、地域社会を取り巻く状況は大きく変化し、支援を必要
とする人がますます増えていくことが予想されます。都筑区は、地域活動が盛んで様々
な活動が行われていますが、転入して新たに都筑区にお住まいになる方も多く、身近な
地域の支え合いやつながりづくりが特に求められています。
　第４期計画でも、『人と人との「であい ささえあい わかちあい」』を基本理念に掲げ、
地域の福祉保健活動等を通じて、つながりを強め、誰もが安心して健やかに暮らすこと
のできるまちを目指していきます。
　本計画の策定に当たりましては、都筑区地域福祉保健計画推進委員会の皆さまに熱
心に御議論いただくとともに、区民意見募集や新型コロナウイルス感染防止に配慮して
開催された地域懇談会などを通じ、区民の皆さまをはじめ、関係者の皆さまから多くの
貴重な御意見・御提案をいただきました。心から感謝申し上げます。　　　　　　　　　　　

令和3年3月
都筑区長　中野 創

　本計画の策定にあたりご尽力いただきました都筑区地域福祉保健計画推進委員会
委員の皆様をはじめ、区民や関係団体の皆様に心から感謝申し上げます。
　地域福祉保健計画は、住民組織と関係機関が協力して「誰もが安心して自分らしく健
やかに暮らすことのできる地域」の実現を目標としています。これまで計画推進の中で
大切にしてきたことは、「住民主体」と「協働」です。より良い地域を創るためには、私たち
一人ひとりが自分の街に関心を持ち、自治会町内会等の住民組織、関係団体、施設、行
政等が協力して取り組むことが重要です。
　都筑区は、令和元年11月に区制25周年を迎えました。人口増加が続き、若い世代が
比較的多く暮らす活力ある街で、各種の取り組みも力強く実行されていますが、今後は
高齢化の進展や人口減少も予測されています。また、社会的孤立や生活困窮など、生活
課題は複雑化・多様化しており、加えて、新型コロナウイルスの影響は今後も続くことが
予想されます。
　このような社会情勢を踏まえ、身近な地域のつながり・支えあいが推進されるよう、困
りごとのある人の支援体制づくりや地域づくりを進め、区民の皆様や関係機関等との
協働により地域共生の実現を目指し取組を加速させていきます。
　皆様には、引き続き計画の推進にお力添えをいただき、都筑区の福祉保健と地域の
発展を進めていきましょう。　　　

令和3年3月
都筑区社会福祉協議会 会長　村田 輝雄
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　都筑区では、子どもから高齢者まですべての方を対象に、区民との協働により「都筑区地域福祉保健計画」を
策定し、推進しています。

第4期都筑区地域福祉保健計画「つづき あい」の
策定に当たって

１．「地域福祉保健計画」とは
　平成12年の社会福祉法改正に伴い、市町村に市町村地域福祉計画の策定が求められました。それに伴い
本市においては、平成16～20年度までを計画期間とした「第１期横浜市地域福祉計画」を策定し、以後５年ごと
に計画を改訂しています。また、市民の皆様の目線による地域の実情に応じたきめ細かい計画にするために全
国的には珍しい区計画と地区別計画を５年ごとに策定するとともに、保健分野も一体的に推進することから福
祉保健計画としています。
　都筑区においては、「であい　ささえあい　わかちあい」を基本理念として地域の方、事業者、区社会福祉協
議会、地域ケアプラザ等が協働して計画を推進しています。また、区民の皆様に親しまれるように計画の愛称は

「つづき　あい」としています。
　なお、この計画書は、一昨年度改訂された本市の第４期計画を基本に令和３～７年度までを計画期間とした
都筑区地域福祉保健計画「つづき　あい」第４期計画となっています。

【市計画・区計画・地区別計画の関係】

市計画
区計画

区（全体）計画 地区別計画
位
置
付
け

基本理念や市としての方向性を
示すことにより、区計画の推進を
支援する計画

区の特性に応じた、区民に身近な
中心的計画

地区の課題に対応するため、地区が
主体となり、区・区社協・地域ケアプ
ラザと協働して策定・推進する計画

盛
り
込
む
内
容

⚫分野別計画を横断的につなぎ、
地域福祉保健に関する施策を
調整するための連携した取組

⚫区計画を進めるために必要な
市や市社協による支援策、区域
で解決できない課題に対する
市域での取組

⚫市民の活動の基盤整備に関す
る取組

⚫地域福祉保健に関する区の方針
⚫地区別計画の活動を支える取組
⚫区域全体の福祉保健の共通課

題、住民主体の活動では解決で
きない課題、区域で取り組むべ
き課題に対する区・区社協・地
域ケアプラザの取組

⚫住民主体の活動により解決を
図る課題に対する取組

⚫地域の課題の解決に向けた、地
域の人材と資源を活かした身近
な支え合いや健康づくりの取組

⚫支援が必要な人の日常生活に
連動した支援策・取組

【市計画・区計画の関係性（イメージ図）】
基本理念と方向性 区の特性に応じた中心的計画（18区） 地区の取組（地区連合町内会単位など）

市計画
区計画

区計画

区計画 区計画

区計画

策定・推進の
支援

解決困難な
区の課題

策定・推進の策定・推進の
支援支援

解決困難な解決困難な
地域の課題地域の課題

参考：第4期横浜市地域福祉保健計画
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 　横浜市では福祉保健の分野に関して、次の計画などを策定しています。
●よこはま地域包括ケア計画（横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画・認知症施策推進計画）
●横浜市障害者プラン
●横浜市子ども・子育て支援事業計画
●健康横浜21

　地域福祉保健計画は、地域の視点からこれらの分野別計画に共通する理念、方針や地域における取組の方
向性等を明示し、対象者全体の地域生活の充実を図ることを目指しています。
　また、分野別計画で示している対象者の地域生活を支えるための事業や支援については、地域福祉保健計
画においても住民と協働で取り組んでいきます。

【他プランとの関係性】

地域福祉保健計画と他分野との関係 分野別の福祉保健行政を
横断的に展開する仕組みづくり

生活困窮者自立支援方策

第4期横浜市地域福祉保健計画

健
康
横
浜
21

横
浜
市
子
ど
も・子
育
て
支
援
事
業
計
画

横
浜
市
障
害
者
プ
ラ
ン

よ
こ
は
ま
地
域
包
括
ケ
ア
計
画

横
浜
市
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画・介
護

保
険
事
業
計
画・認
知
症
施
策
推
進
計
画

横浜市成年後見制度
利用促進基本計画

横浜市
地域福祉保健計画

横浜市
地域福祉活動計画

個別法により対象者のニーズに応じたサービ
ス量の整備等

各計画の対象者の地域生活を支えるため、地
域福祉保健計画に位置付けられた取組と連動
して進めるべき取組等
例：地域での見守り・支え合い、身近な地域で

参加出来る機会の充実　等

分野別の計画を
横断的につなぐ基本の仕組み

・地区別計画
・地域ネットワーク
・住民活動間の横の連携支援
・行政、専門機関・市民活動団体等の横の連携

権利擁護及び生活困窮に対応する取組が、本計
画における早期発見・支える仕組みづくりの取組
と重なるため、成年後見制度利用促進基本計画
については、本計画の一部として位置付け、一体
的に策定し推進
生活困窮者自立支援方策についても、本計画
の取組と連携しながら計画的に推進
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２．都筑区地域福祉保健計画策定・推進の経過、振り返り
　

◆第1期計画（平成18年度～22年度）
　人と人とがつながるきっかけである「であい」をつくり、そのうえに「ささえあい わかちあい」ができるよう
な人のつながりを広げていくという考え方から、人と人との「であい ささえあい わかちあい」を基本理念
とし、行動していくための計画として、平成18年度に「第1期都筑区地域福祉保健計画」がはじまりました。
　地域では、「地域情報誌の作成」や「災害時における要援護者の支援」、「孤立しがちな高齢者の見守り」、「子
育てサロンの開催」など、人と人とがつながり、支え合っていくための主体的な取組が進められてきました。

◆第２期計画（平成23年度～27年度）
　第１期計画での取組や地域懇談会での意見、また平成21年度に実施した区民意識調査結果等から、

「地域のつながりの希薄化」や「活動や取組の担い手の不足・固定化」、「家族以外の社会的支援が必要
な人の増加」といった課題が明らかになりました。
　第2期計画ではこれらの課題に的確に対応できるよう、重点を置くべき課題を明確にし、より焦点を
絞った計画としました。
　地域では、第1期計画期間中に定着した話し
合いの場などを活かしたつながりづくりが進
んだほか、必要な人に必要な支援を届けるた
め、全ての地区連合自治会町内会で災害時要
援護者支援事業「つづき そなえ」に取り組むな
ど、顔の見える関係づくりが進められました。

◆第３期計画（平成28年度～令和２年度）
　第3期計画では、地域懇談会での意見等から「地域活動の担い手育成・確保」「地域のつながりづくり」

「地域における情報の収集と発信」などが地域の共通課題として認識されるようになりました。
　こうした状況の変化を踏まえ、健康づくり、高齢者の見守り、多世代交流など地域の特徴や状況に応じ
た多様な活動が行われ、顔の見える関係づくりが進みました。また、区役所や区社会福祉協議会の補助
金を活用し、新たな取組だけでなく、今ある活動をさらに活性化・主体化した取組が増えました。
　また平成30年度には、第4期計画の策定
に向けて、区（全体）計画について、区、区社
協、地域ケアプラザの３者による意見交換
を行い、これまでに実施した取組を振り返
り、区計画の進捗状況を確認するとともに、
計画策定当初との状況の変化も踏まえな
がら、今後の取組の方向性を共有しました。

「つづき あい通信」の発行
　地域における福祉保健の取組や活動を紹介する
情報誌「つづき あい通信」の発行により、計画のPR
をはじめ、計画を推進する各地域の取組状況等の
情報を区全体で共有することができています。

「つづき あい基金」助成金
　地域の福祉保健に関する課題解決に向けた活動
を行う団体を支援することを目的に、チャリティーゴル
フ大会の収益金等を基に区独自に設置した基金で、
都筑区社会福祉協議会が運営しています。これまで多
くの団体が支援を受け、活動に取り組んでいます。
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３．第4期計画に引き継がれる課題
　第3期計画からの課題を引き継ぐとともに、第4期市計画も踏まえ、第4期計画で引き続き取組を進めていきます。

●「地域活動の担い手育成・確保」「地域のつながりづくり」「地域における情報の収集と発信」など第3期計画
での課題を踏まえ、引き続き、解決に向けた取組を進めていきます。

●自治会町内会圏域等、より身近な地域での取組を推進し、地域福祉保健の取組を充実させていくための支
援の基盤づくりを更に推進していくことが必要です。

●支援が必要な人を早期に発見し、適切な支援につなげられるよう、生活課題・地域課題の把握・解決の仕組
みや体制づくりを一層推進していくことが必要です。

●幅広い層が社会参加できるよう多様な選択肢の提供や様々な主体の協働による取組が必要です。

４．区役所・区社会福祉協議会・地域ケアプラザによる一体的な策定・推進

　都筑区地域福祉保健計画は区役所と都筑区社会福祉協議会、地域ケアプラザが共通の基本理念、目指す
姿のもと、地域福祉保健の事業に一体的に取り組み、計画を推進していきます。

◆都筑区社会福祉協議会（以下、区社協という。）
　社会福祉法で「地域福祉の推進を図る」ことを目的に組織された地域の住民や団体・
施設が会員として加入している民間の福祉団体です。
　区社協の目的は、福祉のまちづくりを目指して地域福祉活動を進めることであるため、

「自主性」と「公共性」という性格を持っています。
　区社協は、地域の福祉課題をみんなの課題とし、地域のみんなで話し合い、計画的に
解決に向かうよう取り組んでいます。

主な活動内容

●身近な地域でのつながり・支
え合い活動の推進（地域福
祉団体等への助成など）

●幅広い福祉保健人材の育成
（ボランティア活動の推進、
福祉教育の推進など）

●権利擁護の推進、高齢者・障害
児者・子育て中の親・生活困窮
者への支援（あんしんセンター、
移動情報センター事業など）

●生活支援体制整備事業

●福祉保健活動に関する相談
支援、ネットワークづくりなど

ボランティア交流会

ボランティア講座　車いす体験

ボランティア講座　視覚障害疑似体験

都筑区社会福祉協議会
キャラクター「ゆいピー」
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◆地域ケアプラザ
　誰もが住み慣れたまちで、安心して暮らせる地域をつくっていくため
の拠点として、地域の福祉・保健活動を支援し、福祉・保健サービス等を
身近な場所で総合的に提供する施設です。
　そのほか、地域の皆さんの福祉・保健活動等の支援や交流の場、地
域の身近な相談窓口としてもご利用いただけます。

地域ケアプラザの機能

●地域活動交流
　活動の場の提供、地域の福祉保健活動の支援やネットワークづくり、
ボランティア活動の担い手の育成

●福祉や保健に関する相談・支援（地域包括支援センター）
　介護保険に関する相談・助言・調整、介護予防の取組、権利擁護、サー
ビス事業者や支え合い等のインフォーマルサービス関係者で構成され
る地域包括支援ネットワークの構築

●生活支援体制整備事業
　高齢者の生活支援・介護予防・社会参加を推進

●福祉サービス・保健サービス
　高齢者デイサービス等

調理ボランティア

福祉・保健の専門員による相談

体操講座

男の料理教室

地域の方との交流

（★）横浜市では、都筑区の都田地区に、横浜環状北西線トンネル上部の土地（都
筑区東方町 655 －１ほか）を利用し、地域ケアプラザ及び地区センター、両
施設の複合整備を進めています。令和４年度中の開所を予定しています。

中川地域ケアプラザ
東山田地域ケアプラザ

新栄地域ケアプラザ

葛が谷地域ケアプラザ

加賀原地域ケアプラザ

都田地域ケアプラザ（整備中）



第 2 章

第４期都筑区地域福祉保健計画
「つづき あい」の基本的な考え方
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１．基本理念と目指す姿

　生活利便性の高い都筑区には、ここで生まれ育ち、地域に愛着をもって暮らし続けている人から、都市居住地
としての魅力に惹かれて転入してきた人、仕事の関係で転入してきた人など、多様な価値観やライフスタイルの
人が暮らしています。
　生活する上で何かしらの支援が必要になっても住み慣れた地域で暮らし続けること、生活の中で起こりうる

「困りごと」などに社会的な支援を受けつつ前向きに対応して、自分らしく生きていくことは、誰もが願うことです。
　また、子育ての不安、高齢者の介護、障害のある人の社会参加、経済的困窮など、さまざまな課題を抱え、「生
きづらさ」を感じている人々が、社会から孤立することなく、地域の中で見守りながら、早期かつ継続的に支援を
実施し、主体的に自立していくことを支えることも大切です。
　都筑区では、人と人とがつながるきっかけである「であい」をつくり、そのうえに「ささえあい　わかちあい」がで
きるような人のつながりを広げていくという考え方から、『人と人との「であい　ささえあい　わかちあい」』を基本
理念として、平成18年度にはじまった第1期計画から、これに基づいて、地域にお住いのすべての人を対象に、地
域福祉保健計画を推進してきました。第4期計画を策定するに当たっても、この基本理念を引き継いでいきます。

◆第1期から引き継いできた考え方
●どのようなサービスがあっても、必要な人に情報が届かなければ、利用につながりません。身近な地域でお互

いが知り合い、つながりができる場や機会があれば、公的なサービスで対応できない困りごとの解決に結び
ついたり、孤立を防ぐことにつながる可能性があります。

●地域での活動が広まっている一方で、高齢者人口の増加など、今後増えていく支援が必要な人に対する、地
域での見守り体制や課題解決に向けた取組が一層重要になってきます。

２．計画の構成
　都筑区地域福祉保健計画は、「区計画」と「地区別計画」により構成されています。
　都筑区では、「区計画」は地区別計画や地域活動を支援するための取組や区域で進めるべき取組を中心とし
た内容としています。
　「地区別計画」を15の連合町内会自治会・地区社会福祉協議会エリアごとに作成することとし、地区の課題の
解決に向けた地域の主体的な取組を示す内容としています。

第4期都筑区地域福祉保健計画「つづき あい」の
基本的な考え方

基本理念
目指す姿

人と人との「であい　ささえあい　わかちあい」
「であいが広まり、お互いにささえあい、地域が持つ力をわかちあえる地域づくり」

都筑区地域福祉保健計画

区計画

地区別計画

区・区社会福祉協議会・地域ケアプラザが主体となってともに進める取組
　「地区別計画の活動を支える取組」や、地域の方が主体の活動だけでは解決できない課
題に目を向けた「区域全体の福祉保健の共通課題解決に向けた取組」を基本とします。

地域の課題に対して地域の方が主体となって進める取組
　「日頃の生活で感じている課題のうち、福祉保健に関するものを中心とし、地域主体で解
決を図っていくことを基本とします。
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３．第4期計画の期間
　令和3年度から令和7年度までの5年間とします。

４．第4期計画の特徴
　これまでの地域福祉保健計画での取組の振り返りや地域懇談会での意見、また区民意識調査や活動団体
へのインタビューなどの結果に社会情勢等も加味し、第4期計画を策定しています。

◆第4期計画と第3期計画との違い
　第3期計画では、基本理念『人と人との「であい ささえあい わかちあい」』のもと、都筑区のデータや特徴を踏
まえ、分野ごとに取組を進めてきました。
　第４期計画では、地域福祉保健を取り巻く状況の変化や第４期市計画が持つ「福祉保健分野の各計画を
“地域”という視点で横断的につなぐ」という性質を踏まえ、様々な課題に分野を超えて対応できるよう、区計画を

「地域」に主眼を置いた構成とするほか、これまで区計画で掲げてきた基本理念に基づいて、推進の柱を設定
します。
　また、支援が必要な人への取組について、明確にしたほか、地域人材の育成や地域の基盤である地域組織
の充実、その取組を支援する区、区社協、地域ケアプラザの役割についても、記載しました。
　これまで築き上げてきた成果を土台に、地域人材の育成や成年後見制度の利用促進など、地域共生社会の
実現に向けて、地域福祉保健の取組を一層、推し進めていきます。

◆第4期計画への期待
　（活動団体インタビューより）

都筑区は、転入者が多く、慣れない土地で顔見
知りもいないため、引きこもりがちになり、相当
困った状態になるまで周りに助けを求められな
い人にも出会います。これからは、引きこもらせ
ない・孤立させない取組を進め、困っている人を
早めに見つけて、手を差し伸べられるようにして
いきたいです。

子育ての輪が広がり、地域の皆さんとのつなが
りができました。子育て中の皆さんが応援してく
ださる誰かとつながる入口になれればと思いま
す。今後は、子どもが生まれる前の妊娠期からの
つながりづくりも大切にしていきたいと思います。

地域の活動は、自分の地域を大切に思い、住み
やすいまちにする活動だと思います。活動する
側・される側、お互いに感謝する、これからの地
域活動の場がそういった気持ちを育み地域の
人がつながるきっかけになるといいと思います。

個々に取り組まれていた活動をつなげることで、
地域の中に活動を広げ、地域の人のつながりを
つくってきました。これまでの取組を地道に継続
させつつも、「地域の人々にとっていいと思うも
の」に変化させていくことが必要だと思います。

健康づくりは年齢・性別に関係なく、どなたでも
取り組めます。今後は心の健康づくりも大切で
す。心の健康づくりを通して、人と人とのつながり
の輪がさらに拡がるといいと思います。
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◆地域福祉保健を取り巻く状況の変化（第4期市計画より）
〇地域共生社会の実現に向けて（国の動向）
　（福祉ニーズの多様化と少子高齢化）

　少子高齢化や人口減少の進行、世帯の小規模化、住民同士のつながりの希薄化、非正規雇用の拡大等、
社会状況は大きく変化している一方で、社会的孤立や介護と育児の問題を同時に抱える等の「複合的な課
題」、既存の支援制度では対応が難しい「制度の狭間の問題」が増えています。
　こうした中で、これまで対象ごとに整備が進められてきた公的支援が、今後、様々な課題に包括的に対応し
ていくことが求められています。

　（地域を基盤とした支え合いの重要性）
　また、改めて地域を基盤にした支え合いが注目され、福祉保健分野を問わず、様々な主体が協力して課題
を解決する力を高めていくことが必要とされています。
　国では、このような状況を踏まえ「地域共生社会の実現」を目標に掲げ、社会福祉制度の改革へ向けた
様々な検討が進められています。

〇地域共生社会とは
　制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が

『我が事』として参画し、人と人、人と地域社会にある資源が世代や分野を超えて、『丸ごと』つながること
で、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会。

⚫個人や世帯の抱える複合的な課題等への包
括的な支援

⚫人口減少に対応する、分野をまたがる総合的
サービス提供の支援

⚫住民相互の支え合いの充実、公的機関と協働
した地域課題解決に向けた体制の整備

⚫複合的な課題に対応する包括的相談支援体
制の構築

⚫地域福祉計画の充実

⚫多様な担い手の育成・参画、民間資金活用の
推進、多様な就労・社会参加の場の整備

⚫社会福祉の枠を超え、地域資源と丸ごとつな
がることで「循環」を生み出す、先進的取組を
支援

⚫住民の主体的な支え合いを育み、暮らしに安
心と生きがいを生み出す

⚫地域資源を活かし、暮らしと地域社会に豊かさ
を生み出す

⚫生活上の困難を抱える方への包括的支援体
制の構築

⚫共生型サービスの創設
⚫市町村の地域保健の推進機能の強化、保健福

祉横断的な包括的支援のあり方の検討

⚫対人支援を行う専門資格に共通の基礎課程
創設の検討

⚫福祉系国家資格を持つ場合の保育士養成課
程・試験科目の一部免除の検討

改革の背景と方向性

公的支援の『縦割り』から『丸ごと』への転換

地域課題の解決力の強化

地域丸ごとのつながりの強化

地域を基盤とする包括的支援の強化

専門人材の機能強化

『我が事』・『丸ごと』の地域づくりを
育む仕組みへの転換

改革の骨格

厚生労働省資料をもとに作成

「地域共生社会」の実現
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〇地域共生社会のキーワード
◆「我が事」

　社会的孤立や制度の狭間の課題といった、地域で表面化している課題に対し、地域住民が「他人事」
ではなく「我が事」の意識をもって主体的に取り組み、つながり支え合う地域を育んでいくこと。

◆「丸ごと」
　「8050問題」や「ダブルケア」のように、多様化・複合化している生活課題に対し、高齢・障害といった
分野を超えて包括的な支援を提供すること。

対
応
が
で
き
て
い
る
ニ
ー
ズ

市町村における包括的な
支援体制の整備

対
応
が
で
き
て
い
な
い
ニ
ー
ズ

▶︎相談する先が
分かっている
課題

▶︎自ら相談に行
く力がある

●世帯の複合課題
▶︎本 人 又 は 世 帯 の 課 題 が 複 合

(８０５０、ダブルケア等)
●制度の狭間
▶︎制度の対象外、基準外、一時的な

ケース
●自ら相談に行く力がない
▶︎頼る人がいない、自ら相談に行くこ

とが困難。社会的孤立・排除
▶︎周囲が気づいていても対応が分か

らない、見て見ぬ振り(地域の福祉
力の脆弱化)

※「貧困」「生活困窮」が絡むケース
が多い

1「他人事」が「我が事」になるよ
うな環境整備

・住民参加を促す人への支援
・住民の交流拠点や機会づくり

2住民に身近な圏域で、分野を
超えた課題に総合的に相談に
応じる体制づくり

・地区社協、地域包括支援セン
ター、相談支援事業所、地域子
育て支援拠点　等で実施

3公的な関係機関が恊働して
課題を解決するための体制づ
くり

・生活困窮者自立支援機関など
が中核

〈第106条の3〉

◆地域住民や課題を
抱えた人や世帯に、
「安心して気づく」こ
とができる

◆課題の早期発見に
より、深刻化する前
に解決することがで
きる

◆世帯の複合課題や
制度の対象にならな
い課題も含めて適切
な関係 機関につな
ぎ、連携しながら、解
決することができる

◆地域住民と恊働し
て新たな社会資源
を作り出すことがで
きる

◆本人も支える側(担
い手)にもなり、生活
の張りや生きがいを
見出すことができる

各分野の相談機
関で対応
・地域包括支援

センター
・相談支援事業

所(障害)等

現　在 対　応 できるようになること

社
会
福
祉
法

改
正
法
施
行
後

改
正
法
施
行
後

小
中
学
校
区
等
の
圏
域

市
町
村
域
等

厚生労働省資料をもとに作成
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◆国における法改正・制度の見直しの状況（第4期市計画より）
〇市町村地域福祉計画（平成29年6月改正社会福祉法）

　「市町村による地域住民と行政等との協働による包括的支援体制づくり」や「福祉分野の共通事項を記載
した地域福祉計画策定の努力義務化」等が規定されました。

〇社会福祉法人の地域貢献（平成28年3月改正社会福祉法）
　社会福祉法人においては、社会福祉事業を主たる事業とする非営利法人として、「地域における公益的な
取組」の実施に関する責務が明記されました。

　　　
〇生活困窮者自立支援制度（平成27年4月施行生活困窮者自立支援法）

　経済的に困窮し、社会保険制度と生活保護制度の間の段階で、これまで支援の狭間にあった方々の早期
の自立を支援する第二のセーフティネットとして制度化されました。

〇成年後見制度利用促進基本計画（平成28年5月施行成年後見制度の利用の促進に関する法律）
　平成29年3月に上記の法律を踏まえ、国の成年後見制度利用促進基本計画が策定されました。計画の
中では、「利用者がメリットを実感できる制度・運用の改善」、「権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり」、

「不正防止の徹底と利用しやすさの調和」に取り組むこととされています。また市町村は、国の計画を勘案し
て、市町村計画を策定するよう、務めることとなっています。

コラム 横浜市生活困窮者自立支援制度と地域福祉保健計画との関係

　近年、社会経済環境の変化、社会的孤立と呼ばれるような地域社会との関係性の不足等を背景に、
生活困窮に至るリスクの高い人々が増加しています。
　生活困窮者自立支援制度は、「生活困窮者の自立と尊厳の確保」及び「生活困窮者支援を通じた地
域づくり」を目標に創設され、生活困窮者に対する包括的な相談・支援を実施してきました。地域におけ
る生活困窮者の早期発見や社会参加の促進は、誰もが安心して自分らしく健やかに暮らせる地域づく
りを目指す地域福祉保健計画（以下、「地福計画」）の取組と重なります。
　そのため、「生活困窮者支援を通じた地域づくり」を第4期地福計画の推進の柱や重点項目の中に盛
り込み、連携しながら計画的に取り組んでいきます。
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（都筑区を取り巻く状況）
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統計データ

◆人口動態 等
　都筑区は子育て世代が多く住み、区民の平均年齢が市内で最も若い区です。一方で、高齢者人口の伸び率は
高く、これから高齢化がますます進んでいくことが予想されます。
　また、区内の「要介護認定者数」、「障害者手帳の交付数」などについて、いずれも増加しており、今後も増加す
ることが見込まれます。

計画策定の背景について（都筑区を取り巻く状況）

【年齢３区分別割合の比較（2019年1月1日現在）】

【要介護認定者数（各年３月31日現在）】

【各種障害者手帳交付状況（各年３月31日現在）】

【都筑区の年齢３区分別人口構成比の将来推計】

【要介護度別人数と割合（2019年3月31日現在）】

【身体障害者手帳所持者数の推移】

出典：横浜市統計情報ポータル

出典：都筑区高齢・障害支援課

出典：横浜市統計書

出典：横浜市統計情報ポータル

出典：都筑区高齢・障害支援課

出典：横浜市統計書
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無回答

無回答
特になし

災害時の避難の手助け
食事の差し入れ

話し相手や相談相手
ちょっとした力仕事
掃除・洗濯の手伝い
子どもの預かり

ごみ出し
買い物

安否確認の声かけ

9.49.4 複数回答可
n=1,496

H27区民意識調査結果H27区民意識調査結果

R1区民意識調査結果R1区民意識調査結果
n=1,496

n=1,558
ほとんど

付き合いはない

お互いに訪問
しあっている

10～20歳代
(N=141)

30歳代
(N=181)

40歳代
(N=315)

50歳代
(N=320)

60歳代
(N=227)

70歳以上
(N=276)

あいさつをする程度

立ち話をする程度

お互いに困ったときには
助け合っている
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4.34.3 5.05.0 70.970.9 19.119.1 0.70.7

7.27.2 0.60.6 17.117.1 63.563.5 10.510.5 1.11.1
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7.27.2
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お互いに困ったときには
助け合っている

（%）

（%）

（%）

3.13.1
2.62.6

3.33.3
2.32.3

8.08.0
8.28.2

10.910.9
9.39.3

23.923.9
23.923.9

50.750.7
53.653.6

0 10 20 30 40 50 60

0 20 40 60 80 100

0 10 20 30 40 50 60 70

お互い困ったときには助け合っている お互いに訪問しあっている 立ち話をする程度
あいさつをする程度 ほとんど付き合いはない 無回答

4.34.3 5.05.0 70.970.9 19.119.1 0.70.7

7.27.2 0.60.6 17.117.1 63.563.5 10.510.5 1.11.1

8.98.9 3.53.5 55.955.921.321.3 8.68.6 1.91.9

8.18.1 1.61.6 57.257.225.025.0 7.57.5 0.60.6

9.39.3 3.13.1 48.048.029.129.1 7.07.0 3.53.5

14.914.9 3.63.6 35.535.5 3.33.337.337.3 5.45.4

7.27.2
52.752.7

12.012.0
31.431.4

26.726.7
11.611.6
13.713.7

34.234.2
30.530.5

65.665.6

◆隣近所とのつながりについて
　日頃の近所付き合いの程度について、「あいさつをする程度」との回答が最多である一方で、近所で困ってい
る人に対して、過半数の人が「安否確認の声掛け」や「災害時の避難の手助け」について、3割以上の人が「買い
物」や「ごみ出し」、「話し相手や相談相手」について、手伝いができると回答しています。

【日頃の近所づきあいの程度】

【日頃の近所づきあいの程度（年代別）】

【近所の方に手伝いできること】

出典：令和元年度都筑区区民意識調査
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◆地域の活動について
　地域活動で、今後充実させていくべき活動について、「高齢者支援に関する活動」との回答が最多であり、「防
災・災害救援に関する活動」や「防犯・安全に関する活動」と続きます。また「子育て支援等に関する活動」や「障害
者支援に関する活動」の回答も多く、共助の取組に対する意識の高さがうかがえます。

加入世帯数 加入率

複数回答可
n=1,496

複数回答可
n=1,496

災害時の避難の手助け
安否確認の声かけ
ちょっとした力仕事
子どもの預かり

話し相手や相談相手
ごみ出し
買い物

食事の差し入れ
掃除・洗濯の手伝い

特になし
無回答
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7.6%7.6%
7.5%7.5%
6.7%6.7%
6.6%6.6%
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3.6%3.6%

25.4%
29.4%29.4%
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子育て支援、
児童・青少年育成に関する活動
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防災・災害救援に関する活動

高齢者支援に関する活動
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【地域の方に手伝ってほしいこと】

【今後、地域の中でより充実させていくべき活動（上位6項目）】

【自治会町内会加入世帯数及び加入率の推移（各年4月1日時点）】

出典：令和元年度都筑区区民意識調査

出典：令和元年度都筑区区民意識調査

出典：都筑区地域振興課
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◆子ども・子育て支援について
　安心して子育てを行うために必要な施策について、過半数の人が「保育サービスの充実」が必要と回答してい
ます。
　また、「地域で子育てを支える仕組みづくり」や「子育てに関する相談窓口の充実」についても約3割の方が必
要と回答するなど、支援を必要としている人が適切に支援につながる仕組みの構築・充実が必要であることがう
かがえます。

◆高齢者支援について
　高齢者の生活で特に不安なことについて、過半数以上の方が「介護が必要な状態になること」や「健康や病気
のこと」「生活費や収入のこと」が不安と回答しています。

0 20 40 60 80

保育サービスの充実

子育てと仕事の両立のための職場環境づくり

子育てに関する相談窓口の充実

放課後児童健全育成事業の充実

地域で子育てを支える仕組みづくり

子育てに関する情報の集約・提供

在宅で過ごしている子育て家庭への支援

その他

無回答
（%）0 20 40 60

55.3%55.3%

38.1%38.1%

30.7%30.7%

29.1%29.1%

24.5%24.5%

20.7%20.7%

16.8%16.8%

1.4%1.4%

13.4%13.4%

介護が必要な状態になること

健康や病気のこと

生活費や収入のこと

孤独（同居する人がいないなど）

人（近隣、親戚、友人、仲間など）との付き合い

詐欺などの被害にあうこと

仕事のこと

その他

不安なことはない

無回答

76.3%76.3%

71.9%71.9%

59.1%59.1%

16.1%16.1%

14.1%14.1%

8.8%8.8%

7.6%7.6%

1.7%1.7%

0.3%0.3%

3.9%3.9%
（%）

n=1,496

n=1,496
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子育てに関する情報の集約・提供

在宅で過ごしている子育て家庭への支援

その他

無回答
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人（近隣、親戚、友人、仲間など）との付き合い

詐欺などの被害にあうこと

仕事のこと

その他

不安なことはない

無回答

76.3%76.3%

71.9%71.9%

59.1%59.1%

16.1%16.1%

14.1%14.1%

8.8%8.8%

7.6%7.6%
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（%）

n=1,496

n=1,496

出典：令和元年度都筑区区民意識調査

出典：令和元年度都筑区区民意識調査
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◆健康づくりについて
　平成28年の都筑区民の平均自立期間は男性が81.10歳、女性が85.14歳となっています。平均寿命から算出
すると、日常生活に介護を要する期間が、それぞれ男性で1.77年、女性で3.57年となり、男女ともそれぞれ横浜
市平均より長い期間となっています。
　また健康づくりのために取り組んでいることでは、「日常生活の中でのちょっとした運動」「バランスのよい食事」

「定期的な健康診断」「十分な睡眠」の順で多く回答があり、重要だと思う取組について、取り組まれていること
がうかがえます。

【18区別平均自立期間と平均寿命（平成28年）】

平成28年（2016年）
18区別平均自立期間

男 女

平均自立期間 平均寿命 平均自立期間 平均寿命

横浜市 79.61 81.37 83.30 87.04

都筑区 81.10 82.87 85.14 88.71
出典：第2期健康横浜21中間評価報告書

無回答

お酒は適量を守る

禁煙する・受動喫煙を
できるだけ避ける

定期的に歯のチェックを受ける

週１回以上、運動する

睡眠をしっかりとる

定期的に健康診断を受ける

バランスよく食べる

日常生活の中で歩くなど
意識して体を動かす

（%）

※平均自立期間
　「日常生活に介護を要しない期間の平均」を指します。

平成28年（2016年） 
18区別平均自立期間

横浜市

男
平均自立期間 平均寿命 平均自立期間 平均寿命

79.61 81.37 83.30 87.04

81.10 82.87 85.14 88.71

女

都筑区

0 10 20 30 40 50 60 70 80

重要だと思うこと 取り組んでいること

60.2％
64.8％

54.8％
54.7％

43.2％
52.8％

37.2％
45.7％

31.6％
35.2％

10.6％
34.4％

8.7％
36.4％

5.5％
26.9％

12.4％
9.4％

n=1,496

【健康づくりの取組で重要だと思うこと、実際に取り組んでいること】

出典：令和元年度都筑区区民意識調査
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◆新型コロナウイルス感染症を受けて ～地域の中のつながりを絶やさないために～
　令和２年、新型コロナウイルス感染症が、世界中で広まり、猛威をふるっています。
　感染拡大に伴って、日本では、令和２年4月7日に緊急事態宣言が出され、人が集まる施設は閉鎖され、学校も
休校になり、不要不急の外出を避けるように呼びかけられました。政府の専門家会議からは「新しい生活様式」が
提言され、私たちは、マスク・手洗い・換気に気を配り、３密を避け、ソーシャルディスタンスをとりながら生活するこ
とを余儀なくされました。
　外出を控え、人と会ったり、集まることが難しいという状況は、地区の活動にも大きな影響を与えました。一時
は、多くの活動が縮小や休止することになりましたが、そんな中でも、つながりを保ち続けるために、様々な取組
が行われていました。
　感染予防を徹底し規模を最小限に絞り活動を続けた団体、活動休止の間に手紙やマスクなどの贈り物を送
り、思いを届け続けた団体、電話、メール、SNSを活用し連絡を取り合ったり、交流の機会を設けた団体など、感
染予防や健康管理に十分留意し、地域のつながりを絶やさないために様々な工夫をした取組が動き始めてい
ます。
　新型コロナウイルス感染症は、地域の活動に大きな影響を与えましたが、これまで築き上げたものが壊れてし
まったわけではありません。変化にあわせて、様々なアイデアや工夫が生まれています。
　「今」の感染状況をふまえて、地域の活動者で話し合い、地域の中のつながりを保ち続けましょう。

「つづき あい通信」第25号抜粋 感染予防対策をとって開催した地域懇談会の様子
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コラム 都筑区健康アクション！「つづき つづける 健康づくり」

　都筑区では、「つづき つづける 健康づくり」という、都筑区全体で健康づくりのムーブメントを起こす
ためのスローガンを掲げています。
　都筑区は15歳未満の人口が多い一方で、今後急速に高齢化が進むことが予想されています。
　健康寿命の延伸を目指して、若い世代からの健康づくりを支援するため、「よこはまウォーキングポイ
ント」や「つづきウォーク＆フェスタ」などの事業を通じて、取組の地域への浸透を更に図るとともに、地域
の様々な団体・企業・区役所が一丸となって、生活習慣病の重症化予防や介護予防、健康づくりやそれ
に取り組みやすい環境づくりを推進しています。

元気づくりステーションの活動

親子食育講座

ハマロードサポーターの活動

ママとパパと赤ちゃんのための健康講座
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コラム 横浜型地域包括ケアシステムの構築に向けた
都筑区アクションプランとの関係

　高齢者が人生の最後まで、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けるためには、日常生活圏域ご
とに「介護」・「医療」・「介護予防」・「生活支援」・「住まい」が一体的に提供されるサービス提供体制（地域
包括ケアシステム）の構築が必要です。
　横浜市では、団塊の世代が後期高齢者となる2025年までに、「地域で支え合い」ながら、「介護・医療
が必要になっても安心して生活」でき、高齢者が自らの意思で「自分らしく生きる」ことができる体制づく
りを目指します。
　2017（平成29）年に策定した「横浜型地域包括ケアシステムの構築に向けた都筑区行動指針」につ
いては、2021（令和３）年度中に「横浜型地域包括ケアシステムの構築に向けた都筑区アクションプラン

（以下「アクションプラン」という。）」として改定を行う予定です。
　地域包括ケアシステムの「介護」・「医療」・「介護予防」・「生活支援」・「住まい」の5分野のうち、特に「介
護予防」・「生活支援」分野においては地域福祉保健計画を通じて、地域と協働であるいは地域が主体
的に取り組んでいる活動が数多くあります。
　アクションプランにおいても、特に住民主体で行う高齢者を対象とした取組と、地域福祉保健計画の
取組とを連動させながら、中長期的な視点をもって一体的に進めていきます。そして、地域活動が活性化
し、更なる充実が図られることを目指します。

出典：厚生労働省資料
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第４期都筑区地域福祉保健計画
「つづき あい」区計画
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１．区計画とは
　区計画は、「地区別計画の活動を支える取組」や専門性が高く地域の方が主体の活動だけでは解決が難しい多様
な課題について「区域全体の福祉保健課題の解決に向けた取組」として取り上げ、区、区社協、地域ケアプラザが主体
となって、区全体を対象として行う事業や取組、また様 な々主体と協働して取り組む事業等を盛り込んでいます。
　第4期計画では、第3期計画の中間振り返り結果、「令和元年度区民意識調査」等の統計データ、地域懇談会
等での地域の声や地域福祉を取り巻く状況の変化などを踏まえ、３つの「推進の柱」を定めました。またこの３つ
の「推進の柱」ごとに重点的に取り組む項目を設定し、「重点項目」ごとに「5年間の取組の方向性」を示し、それ
に沿って具体的な取組を進めていきます。

２．３つの推進の柱と重点項目

第4期都筑区地域福祉保健計画「つづき あい」区計画

基本理念
目指す姿

人と人との「であい　ささえあい　わかちあい」
であいが広まり、お互いにささえあい、地域が持つ力をわかちあえる地域づくり

推
進
の
柱
１ 重点項目１-1

重点項目１-2

重点項目１-3

地域の力を強くする基盤づくりを進めます。

地域課題解決に取り組む人材の支援や新たな人材の育成を進めます。

お互いを理解し、様々な人が地域と関わる共生・共創の仕組みづくりを進めます。

であいが広まり、つながりのある地域づくり
　自治会町内会や地区社会福祉協議会、民生委員・児童委員など地域課題解決に取り組む組織間の連
携を深める基盤づくりを進めます。
　また、地域で活動している人材の支援や新たな人材の育成に取り組みます。

推
進
の
柱
2 重点項目2-1

重点項目2-2

重点項目2-3

支援が必要な人に必要な情報を届けます。

様々な人がつながり、お互いに支え合える地域づくりを進めます。

いきいきと健やかに暮らせる地域づくりを進めます。

お互いにささえあい、必要な人に支援が届く仕組みづくり
　地域全体での日頃からの見守り・支え合いの取組や住民同士の相互理解の取組を進め、支援が必要
な人が支援につながっています。
　また、身近な地域の情報や福祉保健情報をわかりやすく発信し、誰もが生活に必要な情報を取得する
ことができています。

推
進
の
柱
3 重点項目3-1

重点項目3-2

重点項目3-3

幅広い区民参加の促進を図ります。

多様な主体の連携・協働による地域づくりを進めます。

地域福祉保健活動を広げるための環境づくりを進めます。

地域における様々な主体が連携しながら、地域がもつ力をわかちあえる地域づくり
　地域福祉保健活動を広げるための環境づくりや、ネットワークの充実を図るなど、区役所、区社協、地域
ケアプラザ、福祉施設、企業や学校、医療機関等の連携を進め、地域課題解決に協働して取り組み、地域
全体の活力を高めます。
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３．2025年に向けて想定される課題と目指す将来像
　第4期計画の最終年度である2025年（令和7年）にすべての団塊の世代が後期高齢者である75歳を迎え
ます。現在、区内高齢者数は36,767人（2019年９月30日時点）ですが、2025年には42,072人になることが見
込まれます。
　2025年の横浜市の高齢化率は26.0％、都筑区の高齢化率は19.7％と見込まれていて、この時点では都筑区
は、依然として市内で一番若い区となっています。その後の高齢化が急速に進むことが都筑区の特徴です。
　さらに、こうした人口動態と関連して、一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯の増加、認知症高齢者の増加
など、地域社会を取り巻く状況が大きく変化していくものと考えられます。
　こうした中で、都筑区では「横浜型地域包括ケアシステムの構築に向けた都筑区行動指針」を2018年（平成
30年）3月に策定し、2025年を目標に、各関連の行政計画において具体的な取組を進めていくことを目指してい
ます。
　2025年に向けて、地域包括ケアシステムの実現と都筑区地域福祉保健計画を一体的に進めていくため、関
連行政計画の横断的な課題と目指すべき将来像について、「地域の基盤」「安全・安心」「健康・予防」「権利擁護」

「共生社会」「地域資源の活用」のテーマごとに、次のとおり整理しました。
　こうした考え方をもとに、各関連行政計画間で横断的に計画期間内に取り組み、2025年の目標に向けて、取
組を推進していくこととします。

【2025年（令和7年）に向けて想定される課題と目指す将来像】

現状の課題と2025年（令和7年）に向けて
想定される課題

2025年（令和7年）に目指す将来像

地域の基盤

●人口構成や住宅環境、地域でのつながり
などについて、区内においても地域差が出
てきており、担い手の確保など、地域にお
けるこれまでの取組を継続していくことが
困難な状況が差し迫ってきている。

●単身世帯、夫婦のみ世帯、ひとり親世帯、地
域とのつながりが薄い子育て世代、介護世
帯等の増加等により、つながりを育む地域
の機能がますます必要となってきている。

●多くの地域で、地域の状況に応じた住民
主体の課題解決に向けた取組が行われ
ている。

●高齢者は支えられる側という意識が薄ま
り、様々な形で多くの高齢者が活躍し、地
域の活性化につながっている。

●自治会町内会の加入促進支援など、区役
所や区社協などの公的機関は、それぞれ
の役割において地域力（地域の強みを生
かした課題解決力）の向上に向けた支援
を行っている。

安全・安心

●支援につながっていない人や支援につな
がりにくい人を地域の中で気にかけ、早期
に発見し、必要に応じて、専門機関につな
げるなど、分野に捉われない見守り体制の
仕組みづくりが求められている。

●大規模災害に備えて、自助・共助・公助によ
る取組の一層の推進が求められている。

●困ったときに声をあげられる地域づくりが
進むとともに、いざというときに、周囲に相
談したり、支え合える環境が身近な場所に
整っている。

●日頃からの見守り・支え合いの取組の充
実を図り、災害時要援護者支援や防災、防
犯を目的とした取組が進み、地域の安全・
安心が広がっている。
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現状の課題と2025年（令和7年）に向けて
想定される課題

2025年（令和7年）に目指す将来像

健康・予防
●団塊の世代が後期高齢者に達し、要介護

高齢者をはじめ、何らかの疾患を抱える人
が急速に増えていく。

●地域の中で健康づくり・介護予防の取組が
進み、健康寿命の延伸が図られている。

権利擁護

●少子高齢化や世帯人員の減少等により、
地域で暮らす高齢者や障害者の権利擁護
の必要性が高まっており、適時に適切な支
援が求められている。

●権利擁護事業や成年後見制度への理解が
進み、利用が促進され、高齢者や障害者な
どが自己決定できる環境が広がっている。

共生社会

●誰もが住み慣れた地域で健やかに自立し
た生活を送ることができるよう、障害や病
気等への理解や個人の状況に応じた社会
参加ができる環境が求められている。

●地域のつながりが希薄化している中で区
民が自ら暮らしている地域に関心を持ち、
区民参加が広がるような取組が必要と
なっている。

●障害や病気への理解が進み、お互いに支
え合い、困ったときは「おたがいさま」の意
識が高まり、一人ひとりが地域社会を形づ
くる一因として、その人に応じた社会参加が
促されている。

●次世代を対象とした地域でのつながりを
生むための取組が地域の多様な機関に
よって取り組まれ、担い手育成につながる
ほか、子どもたちの地域への愛着が育まれ
ている。

地域資源の
活用

●限られた資源を効率的・効果的に活用して
いくための地域福祉におけるコーディネー
ト機能がますます高まっている。

●既存の資源、サービスに関する情報を共有
し、区民、企業、公的機関など多様な主体が
協働・連携し、地域課題に対して対応が図ら
れている。

４．SDGs（持続可能な開発目標）の視点を踏まえた策定

◆SDGs（Sustainable Development Goals ＝ 持続可能な開発目標）とは

●SDGsとは、2015年9月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ（行動目
標）」にて記載された2016年から2030年までの国際目標です。

●SDGsは、持続可能な世界を実現するための17のゴール（目標）と169のターゲット（具体目標）で構成さ
れ、地球上の誰一人として取り残さないことを誓っています。

●SDGsは発展途上国も、先進国も取り組む普遍的なものであり、日本国内でも、積極的に取り組まれています。

●第4期都筑区地域福祉保健計画「つづき あい」は、5年後やその先の未来を見据えて策定する計画です。
地域の皆さんが共に支え合い、いつまでも安全・安心なまちで暮らせるような、また住み続けたいと思える
まち「ふるさと 都筑」をつくるために地域活動に取り組むことで、国際目標であるSDGsの一部とつながる
ものと考えています。したがって、地域福祉保健計画の策定・推進にあたっても、このSDGｓの理念を踏ま
え、取り組んでいきます。

●国際目標を達成するために、大きなことや新しいことをしなければいけないということではありません。
身近な地域で自分たちができることを行動に移したり、これまでの取組を継続して行うことが重要です。
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◆SDGsの17の目標
1.貧困をなくそう
あらゆる場所あらゆる形態の貧困を
終わらせる

２．飢餓をゼロに
飢餓を終わらせ、食料安全保障及び
栄養の改善を実現し、持続可能な農
業を促進する

３．すべての人に健康と福祉を
あらゆる年齢のすべての人々の健康
的な生活を確保し、福祉を促進する

４．質の高い教育をみんなに
すべての人に包摂的かつ公正な質の
高い教育を確保し、生涯学習の機会
を促進する

５．ジェンダー平等を実現しよう
ジェンダー平等を達成し、すべての女
性及び女児のエンパワーメントを行う

６．安全な水とトイレを世界中に
すべての人々の水と衛生の利用可能
性と持続可能な管理を確保する

７．エネルギーをみんなに そしてクリーンに
すべての人々の、安価かつ信頼できる
持続可能な近代的なエネルギーへの 
アクセスを確保する

８．働きがいも経済成長も
包摂的かつ持続可能な経済成長及
びすべての人 の々完全かつ生産的な
雇用と働きがいのある人間らしい雇用
(ディーセント・ワーク)を促進する

９．産業と技術革新の基盤をつくろう
強靭(レジリエント)なインフラ構築、 包
摂的かつ持続可能な産業化の促進 
及びイノベーションの推進を図る

１０．人や国の不平等をなくそう
国内及び各国家間の不平等を是正
する

１１．住み続けられるまちづくりを
包摂的で安全かつ強靭(レジリエント)
で持続可能な都市及び人間居住を
実現する

１２．つくる責任 つかう責任
持続可能な消費生産形態を確保する

１３．気候変動に具体的な対策を
気候変動及びその影響を軽減する
ための緊急対策を講じる

１４．海の豊かさを守ろう
持続可能な開発のために、海洋・海洋資
源を保全し、持続可能な形で利用する

１５．陸の豊かさも守ろう
陸域生態系の保護、回復、持続可能な利
用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠
化への対処ならびに土地の劣化の阻止・ 
回復及び生物多様性の損失を阻止する

外務省SDGsホームページ
https://www.mofa.go.jp/mofaj/
gaiko/oda/sdgs/about/index.html

１６．平和と公正をすべての人に
持続可能な開発のための平和で包摂的な社
会を促進し、すべての人 に々司法へのアクセ
スを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的
で説明責任のある包摂的な制度を構築する

１７．パートナーシップで目標を達成しよう
持続可能な開発のための実施手段
を強化し、グローバル・パートナーシッ
プを活性化する
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５．第４期都筑区地域福祉保健計画の方向性     
（期間：2021（令和３）年度～2025（令和７）年度)

◆福祉保健分野の各計画を横断的につなぐ基本理念と方向性

推進の柱１

キーワード

であいが広まり、
つながりのある地域づくり

【目指す姿】
　自治会町内会や地区社会
福祉協議会、民生委員・児童委
員など地域課題解決に取り組
む組織間の連携を深める基盤
づくりを進めます。
　また、地域で活動している人
材の支援や新たな人材の育成
に取り組みます。

基盤、人材、相互理解

推進の柱2

キーワード

お互いにささえあい、
必要な人に支援が届く
仕組みづくり

【目指す姿】
　地域全体での日頃からの見
守り・支え合いの取組や住民
同士の相互理解の取組を進
め、支援が必要な人が支援に
つながっています。
　また、身近な地域の情報や
福祉保健情報をわかりやすく
発信し、誰もが生活に必要な
情報を取得することができて
います。

支え合い、見守り、情報

推進の柱3

キーワード

地域における様々な
主体が連携しながら、
地域がもつ力を
わかちあえる地域づくり

【目指す姿】
　地域福祉保健活動を広げ
るための環境づくりや、ネット
ワークの充実を図るなど、区役
所、区社協、地域ケアプラザ、
福祉施設、企業や学校、医療
機関等の連携を進め、地域課
題解決に協働して取り組み、地
域全体の活力を高めます。

協働、共有、交流、場・機会

基本理念

目指す姿

人と人との「であい ささえあい わかちあい」

であいが広まり、お互いにささえあい、
地域がもつ力をわかちあえる地域づくり

計画の基本となる視点

●区民一人ひとりが主役
●地域でお互いに支え合う体制をつくる
●個別の課題に対応できる仕組みをつくる
●区民活動の継続・拡充と、協働をすすめる
●「自助」「共助」「公助」を組み合わせた取組の推進
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推
進
の
柱
１

重点項目〈柱1-1〉

重点項目〈柱1-2〉

重点項目〈柱1-3〉

1-1-1

1-2-1

1-3-1

1-1-2

地域の力を強くする基盤づくりを進めます

地域課題解決に取り組む人材の支援や新たな人材の育成を進めます

お互いを理解し、様々な人が地域と関わる共生・共創の仕組みづくりを進めます

自治会町内会、地区社協等の地域組織の充実

地域人材の育成・確保

心のバリアフリー・多様性の理解促進

地域で活動している人・団体同士のつながりづくり

であいが広まり、つながりのある地域づくり

推
進
の
柱
3

重点項目〈柱3-1〉

重点項目〈柱3-2〉

重点項目〈柱3-3〉

3-1-1

3-2-1

3-3-1

幅広い区民参加の促進を図ります

多様な主体の連携・協働による地域づくりを進めます

地域福祉保健活動を広げるための環境づくりを進めます

幅広い住民の参加の促進

地域福祉保健に関わる企業や社会福祉法人等との連携・協働の推進

地域福祉保健活動の充実

地域における様々な主体が連携しながら、地域がもつ力をわかちあえる地域づくり

推
進
の
柱
2

重点項目〈柱2-1〉

重点項目〈柱2-2〉

重点項目〈柱2-3〉

2-1-1

2-2-1

2-2-2

2-2-3

2-3-1

2-3-2

2-3-3

2-3-4

2-1-2

支援が必要な人に必要な情報を届けます

様々な人がつながり、お互いに支え合える地域づくりを進めます

いきいきと健やかに暮らせる地域づくりを進めます

地域情報の収集と発信

当事者やその家族、多世代の交流を深める取組の推進

見守り・支え合いのネットワークづくりの推進

権利擁護の推進

地域主体の健康づくりの推進

子どもや働き・子育て世代の健康づくりの推進

健康づくり・介護予防の推進

保健・医療・福祉等の多分野による連携の促進

福祉教育・福祉学習の推進

お互いにささえあい、必要な人に支援が届く仕組みづくり
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６．第4期都筑区地域福祉保健計画区計画 施策体系図

計画の
基本となる視点

⚫区民一人ひとりが主役
⚫地域でお互いに支え合う体制をつくる
⚫個別の課題に対応できる仕組みをつくる

福祉保健分野の各計画を横断的につなぐ
基本理念と方向性

推進の柱 重点　項目

キーワード

キーワード

キーワード

であいが広まり、
つながりのある地域づくり

地域における様々な主体が
連携しながら、地域がもつ
力をわかちあえる地域づくり

お互いにささえあい、
必要な人に支援が届く
仕組みづくり

基盤、人材、相互理解

協働、共有、交流、場・機会

支え合い、見守り、情報

推
進
の
柱
１

推
進
の
柱
3

推
進
の
柱
2

1-1

3-1

2-1

1-2

3-2

2-2

1-3

3-3

2-3

地域の力を強くする基盤づくり

幅広い区民参加の促進を図

支援が必要な人に必要な情報

地域課題解決に取り組む人材

多様な主体の連携・協働によ

様 な々人がつながり、お互いに

お互いを理解し、様 な々人が地域

地域福祉保健活動を広げる

いきいきと健やかに暮らせる

基本理念
目指す姿

人と人との「であい ささえあい わかちあい」
であいが広まり、お互いにささえあい、地域が　もつ力をわかちあえる地域づくり
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６．第4期都筑区地域福祉保健計画区計画 施策体系図

⚫区民活動の継続・拡充と、協働を進める
⚫「自助」「共助」「公助」を組み合わせた
　取組の推進

福祉保健の分野別計画と推進の柱等の関係
　第３期計画では、都筑区の特徴や福祉保健の分野別計画等を踏
まえて、分野ごとに取組を進めてきました。第４期計画では、推進の柱
や重点項目を新たに設定しました。第３期計画で築き上げた土台を
活かし、より一層の取組の推進を目指していきます。
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重点　項目 福祉保健の分野別計画

地域の力を強くする基盤づくり を進めます

幅広い区民参加の促進を図 ります

支援が必要な人に必要な情報 を届けます

地域課題解決に取り組む人材 の支援や新たな人材の育成を進めます

多様な主体の連携・協働によ る地域づくりを進めます

様 な々人がつながり、お互いに 支え合える地域づくりを進めます

お互いを理解し、様 な々人が地域 と関わる共生・共創の仕組みづくりを進めます

地域福祉保健活動を広げる ための環境づくりを進めます

いきいきと健やかに暮らせる 地域づくりを進めます

生活困窮者自立支援方策

横浜市成年後見制度
利用促進基本計画

人と人との「であい ささえあい わかちあい」
であいが広まり、お互いにささえあい、地域が　もつ力をわかちあえる地域づくり
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７．第４章 推進の柱の見方

重点項目

現状と課題

将来の目指す姿

柱1-1 地域の力を強くする基盤づくりを進めます

◆自治会町内会は、地域での生活を多くの側面から支える重要な役割を担う団体です。自治会
町内会に加入する人や活動に協力する人が増えるよう、活動の周知などの取組を進めていく
ことが必要です。

◆複雑化する地域課題に対しては、自治会町内会、地区社協、地区民児協など様々な団体が連
携して取組を進めることが必要です。

１ 地域の福祉保健課題の解決に向けた取組を行っている自治会町内会や地区社協の取組・活
動について、地域の中で理解が一層深まり、地域での支え合いの取組が広がっています。

２ 地域で活動する人や団体がお互いの活動や課題等を共有し、解決に向け連携することで、地
区別計画の取組が進んでいます。

３ より身近な地域での見守り活動や要援護者情報の共有・支援、誰もが気軽に立ち寄れる場づ
くりなどの取組が進められています。

自治会町内会、地区社協等の
地域組織の充実

地域で活動している人・団体同士の
つながりづくり

柱１-１-１ 柱１-１-2

例示

重点項目〇-〇：
計画の中で特に重点的に取り
組む項目について「重点項目」と
して、推進の柱ごとに設定。

将来の目指す姿：
計画期間を超えて、将来的に目指す姿。

施 策：
第4期計画期間における、重点項目に掲げた取組に関して、どう取り組んでい
くかの基本的な考え方。また、「取組の方向性」を踏まえた具体的な取組と代
表的な活動指標。さらに、それに関連するSDGs（持続可能な開発目標）の17
の目標を示しています。

現状と課題：
地域懇談会等で把握した複数地区に共通してみられるような課
題や統計データ等を通じて、また各事業を通じて確認できた都
筑区の現状と課題。
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推進の柱
１

であいが広まり、
つながりのある地域づくり

推
進
の
柱
１

であいが広まり、つながりのある地域づくり

重点項目〈柱1-1〉

重点項目〈柱1-2〉

重点項目〈柱1-3〉

1-1-1

1-2-1

1-3-1

1-1-2

地域の力を強くする基盤づくりを進めます

地域課題解決に取り組む人材の支援や新たな人材の育成を進めます

お互いを理解し、様々な人が地域と関わる共生・共創の仕組みづくりを進めます

自治会町内会、地区社協等の地域組織の充実

地域人材の育成・確保

心のバリアフリー・多様性の理解促進

地域で活動している人・団体同士のつながりづくり
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重点項目

現状と課題

将来の目指す姿

柱1-1 地域の力を強くする基盤づくりを進めます

◆自治会町内会は、地域での生活を多くの側面から支える重要な役割を担う団体です。自治会
町内会に加入する人や活動に協力する人が増えるよう、活動の周知などの取組を進めていく
ことが必要です。

◆複雑化する地域課題に対しては、自治会町内会、地区社協、地区民児協など様々な団体が連
携して取組を進めることが必要です。

◆子どもから高齢者までを対象とした身近な地域の相談役として、民生委員・児童委員が活動し
ています。一人暮らし高齢者や児童虐待、生活困窮者への対応など難しい支援を必要としてい
る人が増えており、公的機関との更なる連携強化が求められています。また、民生委員・児童委
員の活動を地域全体で支援するような仕組みも必要です。

◆令和元年度に実施した区民意識調査で、「隣近所に住んでいる人を知っているかどうか」につ
いて、「だいたい知っている」との回答が47.6％と最も高く、「よく知っている」13.8％と合わせる
と61.4％が「知っている」と回答しています。前回調査（H27実施）では63.6％が「知っている」と
回答しており、2.2ポイント減少しています。こうした点から人と人とのつながりが希薄化傾向に
あることがわかります。

◆地区連合町内会圏域で見ても、人口構造や暮らしぶり、地形など、様々な面から捉えてもその
規模・状況には差があります。暮らしの中での困りごとや住民が認識している地域の課題、その
解決のための活動も自治会町内ごとに特徴が見られることから、自治会町内会など、より身近
な圏域における地域の活動を支援し、住民と協働して一層進めていく必要があります。

１ 地域の福祉保健課題の解決に向けた取組を行っている自治会町内会や地区社協の取組・活
動について、地域の中で理解が一層深まり、地域での支え合いの取組が広がっています。

２ 地域で活動する人や団体がお互いの活動や課題等を共有し、解決に向け連携することで、地
区別計画の取組が進んでいます。

３ より身近な地域での見守り活動や要援護者情報の共有・支援、誰もが気軽に立ち寄れる場づ
くりなどの取組が進められています。

自治会町内会、地区社協等の
地域組織の充実

地域で活動している人・団体同士の
つながりづくり

柱１-１-１ 柱１-１-2
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コラム 都筑区地域福祉保健計画地区別計画推進体制について

【地区別計画について】
　都筑区地域福祉保健計画「つづき あい」は、区全体計画と地区別計画の２層で構成されています。地
区別計画とは、連合自治会町内会及び地区社会福祉協議会エリアごとに、自分たちのまちを「こんなま
ちにしたい」という目標を立て、取り組む活動をまとめたものです。

【都田地区の地区別計画 “都田”ってあったかいじゃんの実現に向けて】
　都田地区では、地区別計画に掲げている３つの目標ごとに分科会を設けて取組を推進しています。メ
ンバーは自治会町内会、地区社会福祉協議会、民生委員・児童委員だけでなく、保健活動推進員や食
生活等改善推進員、ＰＴＡの方など目標に合った様々な地域の人が集まり、具体的な取組の検討や情報
共有を行っています。
　その中の１つ、見守り支え合い分科会の中では、地区全体の見守りの意識を高めるために、キャラク
ター「小松菜hairのみやこちゃん」とスローガン「“都田“ってあったかいじゃん」を作成しました。そのキャ
ラクターとスローガンが描かれたみやこちゃんキーホルダーは、都田のあたたかさを支えてくれる人々
へ配布され、地域の力を強くする一助になっています。
　また、令和元年度には『住みつづけたいまち“都田”協議会』を立ち上げ、地域運営補助金を活用して
ＢＣチェッカーを購入したりスーパーの店先を借りた誰もが集える場としてみやこちゃんおしゃべりサロ
ンを実施するなど、より広く地域住民に届けられるような取組が進められています。

都田地区地域福祉保健計画キャラクター
みやこちゃん

みやこちゃんおしゃべりサロン

※画像は第3期計画のものです。
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柱1-1-1 自治会町内会、地区社協等の地域組織の充実

内 容

（１）地域の支え合いの基盤となる自治会町内会等の活動について、様々な機会を捉え、わか
りやすく周知していきます。

（２）自治会町内会の加入促進の取組について、自治会町内会と協働してさらに進めていきます。
（３）より多くの住民が自治会町内会等の活動に参加できる仕組みを地域とともに考えていきます。
（４）単位自治会町内会の活動など、より身近な地域における活動の充実を支援します。
（５）地域福祉保健の推進役の中心である地区社協や地区民児協、保健活動推進員、食生活

等改善推進員（ヘルスメイト）等の活動及び運営を支援します。

具体的な
取組

◆自治会町内会への支援・加入促進
◆地区社協の活動及び運営支援
◆民生委員・児童委員、保健活動推進員、食生活等改善推進員（ヘルスメイト）等が活動しやす

い環境づくりの推進

活動指標

【定量評価】
地区社協活動運営支援の回数　現状値（令和元年度）：３９回　目指す方向性：↗

【定性評価】
地区社協の地域の状況に応じた新たな取組事例

SDGs

柱1-1-2 地域で活動している人・団体同士のつながりづくり

内 容

（１）地域における活動団体同士のつながりを深めるため、活動団体の連絡会や研修会を開催
し、つながりづくりを支援します。

（２）年齢や性別、障害等の区別なく、すべての地域の人を対象にした多世代交流事業を実施
し、地域における顔の見える関係づくりを進めます。

（３）地域における防災や防犯などの活動を通じて、身近な近隣での顔の見える関係づくりが
進み、共助の力が高まるよう支援します。

（４）地区ごとに地域の実情に合わせた地区別計画の推進体制をつくるなど、計画の進捗管理
と新たな課題等の検討を行う仕組みをつくります。

具体的な
取組

◆地域活動団体やボランティア団体の研修会、交流会の実施（地域ケアプラザ圏域）
◆地域防災力向上に向けた災害時要援護者支援事業（つづき そなえ）の実施
◆地区別計画推進体制の確立・活動支援

活動指標
【定量評価】
地域活動団体やボランティア団体向けの研修会、交流会の開催数（地域ケアプラザ圏域）
現状値（令和元年度）：13回　目指す方向性：↗

SDGs
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コラム 災害時要援護者支援の取組
「荏田南・みんな知り合い・助け合い」（荏田南地区）

　荏田南地区では、「荏田南・みんな知り合い・助け合
い」事業として、災害時要援護者支援事業に取り組ん
でいます。必ず起こるであろう災害時に、安否確認や
避難支援を希望する人々に「そなえちゃんカード」に
登録していただき、前もって地域で把握し、向こう三軒
両隣、みんなで助け合う仕組みをつくる事業です。取
組として、「そなえちゃんカード登録者の集い」を行って
います。そなえちゃんカード登録者の声を聞き、支援を
スムーズに行えるように、顔の見える関係づくりを進
めています。また、医療・薬剤、緊急連絡先などの情報
を筒容器に入れ、自宅で保管し、災害時にそなえる「緊急時あんしん情報キット」をそなえちゃんカード
登録者に配付しています。荏田南に住んでよかったと思えるような温かい地域を目指しています。

緊急時あんしん情報キット

コラム つながり♡ネット（川和地区）

　川和地区には「つながり♡ネット」という地域で福祉保健課題を共
有・解決する仕組みがあります。
　平成29年3月に設立した自治会町内会を主体としたネットワーク
で、民生・児童委員、友愛活動員、川和連合ふれあいたい（地域の見
守り活動を行うボランティア）などの地域の団体と加賀原地域ケアプ
ラザや行政機関などが、地域の福祉保健に関わる課題を連携しなが
ら共有し、解決に向けた取組をしています。
　地域の中で福祉保健に関わる困りごとが起きた場合、まずは自治
会町内会で解決にあたり、そこで解決できない時には連合町内会が
対応し、それでも解決できない場合は、ケアプラザが関係機関に調
整をして、行政や専門機関に相談していきます。
　また、「自治会町内会つながり♡ネット」では定期的に自治会町内
会役員をはじめ民生委員・児童委員等福祉関連団体所属員で福祉
関連情報交換会を開催し、共有化を図っています。更に川和地区で
は日頃から川和連合ふれあいたいの定例会、地域のお祭り、川和芸能文化祭、防災訓練等で様々な団
体が協力し合っており、お互いに支え合う土壌ができています。

つながりシート
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重点項目

現状と課題

将来の目指す姿

柱1-2 地域課題解決に取り組む人材の支援や
新たな人材の育成を進めます

◆地域懇談会での意見等から、自治会町内会や地域活動における担い手不足はどの地域でも共
通の課題となっており、人材の確保・育成については、引き続き取り組んでいく必要があります。
地域活動者・団体だけでなく、これまで地域活動に積極的な関わりを持っていなかった人や子
どもから高齢者まで、全ての地域住民に着目して地域活動に関わるきっかけづくりを進めてい
く必要があります。

◆住民一人ひとりの知識、経験、特技、趣味等を活かし、楽しみややりがいを感じられるような活
動体験をきっかけに、担い手として地域で活躍してもらうための支援が必要です。

１ あらゆる世代の人たちが気軽に地域と関わる仕組みができ、楽しみながら、福祉保健活動に
参加する人が増えています。

２ 地域で活動する人たちがやりがいを持って活躍し、また、それぞれの活動がつながり、広がるな
ど、地域活動が活性化しています。

地域人材の育成・確保

柱１-2-１

コラム 三世代交流会（佐江戸加賀原地区）

　佐江戸加賀原地区連合町内会では年に2回、夏と冬に『三世代交流会』という大規模な多世代交流
が行われています。夏は流しそうめん、冬は餅つきを主とし、そのほか綿菓子、フライドポテト等、６～８つ
の模擬店が並びます。参加団体として、７つの自治会町内会、民生委員・児童委員、保健活動推進員のほ
か、シニアクラブ、都田西小学校おやじの会、消防団や地域の障害者施設が協力し多世代交流を盛り上
げています。この『三世代交流会』では、佐江戸加賀原地区が学区となっている川和中学校、都田中学校
から10名～20名の中学生がボランティアとして協力しています。
　参加する中学生は、設営や販売の他にお餅つきの手伝いや、昔遊びを老人会のメンバーに教えてもら
いながら小学生たちと一緒に遊ぶなど、多くの地域の大人たちと触れ合うことになります。勉強や部活、
習い事で忙しい中、地域の大
人と関わりながらボランティア
や地域活動の楽しさを知る良
い機会となっています。

「三世代交流会」で活躍する中学生ボランティア
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コラム ボランティア研修・懇談会（山田地区）

　山田地区には、ボランティア団体と連携した地域の活動が数多くあります。山田地区社会福祉協議会
が調査し、把握しただけでも200以上の活動が存在することがわかりました。そんな多様な地域活動に
ついての情報共有や課題の発見、更なる連携のために、山田地区社会福祉協議会では、地域でボラン
ティア活動をしている団体や個人、関係機関の協力のもと「ボランティア研修・懇談会」を年に1回開催し
ています。
　各団体から直接活動を紹介いただくことで活動内容だけでなく、ボランティアの心構えや実情を知るこ
とができ、より具体的にボランティアに対する理解を深めることに繋がっています。また、懇談会では活発
に意見交換が行われ、各団体との顔の見える関係を築き、横の連携を強化する貴重な場となっています。

ボランティア研修・懇談会

柱1-2-1 地域人材の育成・確保

内 容

（１）「ボランティアセンター」を中心として、地域にボランティアを増やし、活動が続けられるよう
に、またボランティア同士が横につながるよう、交流会の開催や情報誌の発行等を通じて、
ボランティア活動やボランティアグループを支援します。

（２）ボランティアや担い手に関する現状分析とニーズ把握を行い、効果的に担い手の育成に
つなげ、組織化していきます。

（３）区民のボランティア活動や福祉保健活動への意識や意欲の向上を図るとともに、活動が
活発に行われる風土づくりを進めるために、「協働の地域づくり大学校」、「はぁとdeボラン
ティア」、福祉教育や福祉啓発事業に取り組みます。

（４）学校等と連携し、子どもも楽しみながら参加できる地域活動に取り組み、様々な人と交流
することで、地域への愛着形成や次世代の担い手育成につなげます。

具体的な
取組

◆区社会福祉協議会のボランティアセンター機能の充実
◆ボランティアや担い手に関するニーズ把握と分析
◆地域活動団体やボランティア団体の研修会、交流会の実施（区域）

活動指標

【定量評価】
⚫ボランティアコーディネート数（区域）　現状値（令和元年度）：2,120回　目指す方向性：↗
⚫区社協が開催した地域活動団体やボランティア団体に対する研修会、交流会の開催数（区域）　

現状値（令和元年度）：６回　目指す方向性：↗

SDGs
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重点項目

現状と課題

将来の目指す姿

柱1-3 お互いを理解し、様々な人が地域と関わる
共生・共創の仕組みづくりを進めます

◆都筑区は、区民の平均年齢が最も若い区である一方で、高齢者人口の伸び率は高く、これか
ら高齢化がますます進んでいくことが予想されているとともに、地域福祉保健活動の担い手
であるボランティアも高齢化しています。

◆ライフスタイルの多様化や変化によって、近隣住民との関係性が希薄になりつつある状態で、
認知症の人や高齢者、障害者や子ども、妊産婦、外国人住民など、あらゆる人が安心して暮らし
ていくためには、地域住民の理解と協力が必要です。また、すべての住民の参加により「地域」
が成り立っていること、住民の誰もが地域に果たせる社会的な役割があるということを相互理
解できるように、福祉啓発を引き続き進める必要があります。

◆安心して暮らすことができる地域は、一人ひとりの取組や行政サービスだけでは構築すること
はできません。住民相互で支え合い、一緒に暮らせる社会をつくっていく支え合いの仕組みが
必要です。

１ 生活環境や年齢、性別、国籍、障害の有無等に関わらず、様々な立場や背景を超えて人々がお
互いを認め合い、支え合えるような多様性の理解が地域の中で進んでいます。

２ 地域住民等がお互いに支え合いながら、必要な時に助けを求めることができるような、機会や
場が地域に確保されています。

心のバリアフリー・多様性の理解促進
柱１-3-１

コラム 憩いの場（茅ケ崎南MGCRS地区）

　住民からの「気軽にお茶や、お話が出来る場がほしい」、「遠くまでは歩いてい
けない」という声を受け、茅ケ崎南MGCRS地区社会福祉協議会が立ち上がり、平
成30年4月にマンションの集会所を使った「憩いの場」が始まりました。
　子どもの遊び道具や勉強スペースもあることで小学生の参加も多く、高齢者の
趣味活動を子どもたちが覗き、自然と会話が生まれています。高齢者が趣味活動
を教えたり、子どもたちが学校での話をしたりといった多世代の交流が盛んに行
われています。
　また、ここの特徴は、運営している男性陣が、誰もが気軽に立ち寄れる風通し
の良い「カフェ」のような居場所づくりを意識しているところです。イベントではない

「日常の自由な交流の場」、マンションであっても「顔の見える多世代の集い場」と
なっています。また、第二火曜日には憩いの場と新栄地域ケアプラザが協力し、未
就学児親子対象の「茅ケ崎南子育てサロン」も行っており、地域のボランティアと
地域の親子の交流が行われています。 憩いの場の様子
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コラム チャコ村「みんなでつくる みんなの居場所」（東山田地区）

　東山田地区にあるチャコ村は、地域の誰もが気軽に立ち寄り、交流する「みんなの居場所」として、
平成29年１2月に開村しました。芝生広場に小屋、それと野菜作りをする農園があり、芝生広場ではラジオ
体操や小学生主催の紙飛行機選手権を開く等、子どもからお年寄りまで、多
世代交流ができる楽しい場所になっています。
　また、小屋ではみんなの交流の場としてお茶を飲んだり、食材を持ち寄って
食事をしたり、特技を持った人々が講師となりポマンダーやリース作り、育て
た藍の葉を利用し藍染めなどのイベントを開催
しています。今では地元以外の人も来るように
なり、憩いの場として多くの人に愛されて利用さ
れています。
　集まるみんなが家族の様に落ち着く居心地
の良い場所となっています。

チャコ村の様子

柱1-3-1 心のバリアフリー・多様性の理解促進

内 容

（１）生活環境や年齢、性別、国籍、障害の有無等に関わらず、同じ地域に暮らす住民として相
互理解を進め、誰もが安心して自分らしく暮らすことができるよう、理解を深める機会、風土
づくり及び環境づくりに取り組みます。

（２）「支える側」「支えられる側」の区別なく、誰であってもお互いさまの関係づくりを構築するた
め、啓発等に地域と協働で取り組みます。

具体的な
取組

◆誰もが地域とつながるための働きかけ・きっかけづくりの推進
◆学校、サロンや子ども食堂等の地域の居場所、作業所等の交流の推進
◆心のバリアフリーの推進

活動指標

【定量評価】
地域ケアプラザが把握している住民主体の交流・居場所の設置数
現状値（令和元年度）：389か所　目指す方向性：→

【定性評価】
つづきＭＹプラザ（都筑多文化・青少年交流プラザ）での取組の状況

SDGs
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お互いにささえあい、必要な人に支援が届く仕組みづくり

重点項目〈柱2-1〉

重点項目〈柱2-2〉

重点項目〈柱2-3〉

2-1-1

2-2-1

2-2-2

2-2-3

2-3-1

2-3-2

2-3-3

2-3-4

2-1-2

支援が必要な人に必要な情報を届けます

様々な人がつながり、お互いに支え合える地域づくりを進めます

いきいきと健やかに暮らせる地域づくりを進めます

地域情報の収集と発信

当事者やその家族、多世代の交流を深める取組の推進

見守り・支え合いのネットワークづくりの推進

権利擁護の推進

地域主体の健康づくりの推進

子どもや働き・子育て世代の健康づくりの推進

健康づくり・介護予防の推進

保健・医療・福祉等の多分野による連携の促進

福祉教育・福祉学習の推進
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重点項目

現状と課題

将来の目指す姿

柱2-1 支援が必要な人に必要な情報を届けます

◆高齢者福祉や障害者福祉、子育て・児童福祉等の各分野において、利用者がサービスを選
択・決定する仕組みが整えられていますが、必要なサービスを選択するための情報を得ること
などが難しいという状況もみられ、必要な人に必要なサービスが行き届くよう今後も務めるこ
とが必要です。

◆様々な情報がインターネット等で誰でも入手できる状況にある一方で、量も種類も多いことか
ら、「困りごと」や「生活しづらさ」に直面している人にとって、本当に必要な地域情報や福祉保
健情報が届くよう、その人の状況に応じた情報提供が求められています。

◆孤立を防ぎ、困ったときにお互いに支え合える関係を築くためには、お互いの状況を理解し、
住民同士が日頃から交流を深めることが求められます。そのためには、その人が抱えている困
難に対する正しい理解が進むことが必要です。

１ 地域で活動する人や団体が地域課題を解決するために、適切に情報を収集し、活用ができています。

２ 認知症や難病、障害の特性、子育てに関する悩みなどについて知り、理解が進んでいます。

３ 自ら情報を得ることが困難な高齢者や障害者等であっても、情報が遅滞なく、確実に伝わる
よう、必要な情報を得る機会や仕組みが工夫されています。

地域情報の収集と発信 福祉教育・福祉学習の推進
柱2-１-１ 柱2-１-2

コラム 地域情報を発信 ～「つづき あい通信」「しゅんらん」「地域ケアプラザ情報紙」～

　身近な地域で行われているさまざまな福祉保健活動や毎年開催される活動発表会の様子などを掲
載する都筑区役所発行の都筑区地域福祉保健計画情報誌「つづき あい通信」。地区社会福祉協議会
の活動やボランティア関連情報、助成金の申請団体募集などを掲載する都筑区社会福祉協議会発行の

「しゅんらん」。そして、より地域に密着したリアルタイムに必要とされる情報や、気軽に参加出来る活動・
講座情報等を掲載している地域ケアプラザ情報紙（けあぷら通信、ケアプラだより等）。
　こうしたさまざまな広報紙面を
活用して情報発信を行うことで、
幅広く多くの人に必要な情報が
届くように努めつつ、地域におけ
る福祉保健活動の推進支援を
行っています。

地域ケアプラザ情報紙
（一例）

しゅんらんつづき あい通信
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柱2-1-1 地域情報の収集と発信

内 容

（１）地域の福祉保健に関する情報や地域活動情報等について、集約・整理を進め、情報を必
要とする人が必要に応じて情報を活用できるよう環境整備を進めます。

（２）自治会町内会、地区社協等と区役所、区社協、地域ケアプラザ・福祉保健活動拠点等との
連携により、より多くの人が身近な地域で情報の発信・収集・活用ができる体制づくりを進
めます。

（３）地域で支援を必要としている人々の生活を支えられるよう、住民主体の地域活動（イン
フォーマルサービス）の情報集約と整理を進め、行政等が行う公的サービス（フォーマル
サービス）との協働を推進します。

具体的な
取組

◆地域における福祉保健に関する取組の発表会の実施や情報誌の発行
◆地域課題の解決を検討する場の充実・活性化
◆ホームページを活用した障害理解の啓発や障害者福祉サービスの情報提供
◆子育て支援センターと連携した子育て情報の提供

活動指標 【定量評価】
地域懇談会の開催数・参加人数　現状値（令和元年度）：15回・756人　目指す方向性：↗

SDGs

柱2-1-2 福祉教育・福祉学習の推進

内 容

（１）住民だけでなく、企業、教育機関などへ認知症や障害、子育ての悩みなどへの理解と接し
方に関する啓発を行い、それぞれができることは何かを考える機会をつくります。

（２）学校や企業、地域等を対象に困難を抱えている人を理解する機会が得られるよう、ボラン
ティア体験講座等を開催します。

具体的な
取組

◆認知症や難病、障害特性、子育てに関する悩みなどについて広く理解をすすめます
◆支援が必要な人に、的確かつ迅速に情報が届くよう、地域の相談役である民生委員・児童

委員に対して、生活保護制度をはじめ、様々なテーマについて研修を実施
◆福祉教育、社会教育の推進による福祉啓発・福祉意識の醸成

活動指標

【定量評価】
⚫認知症サポーター養成講座受講者数（累計）　
　現状値（令和元年度）：26,129人　目指す方向性：↗
⚫区内小学校と連携した「命の授業」実施回数 現状値（令和元年度）：22回　目指す方向性：→

SDGs
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コラム 精神保健福祉サロン You＆Me （中川地域ケアプラザ）

　「精神保健福祉サロンYou＆Me」は、地域向けの福祉教育の取組のひとつでもあった精神保健福祉
プログラム「傾聴ボランティア講座」をきっかけに、平成23年に地域のボランティアと中川地域ケアプラ
ザが共催で立ち上げました。サロンは、毎月第２木曜日に開催しており、心を病む人やその家族が集い
心穏やかに過ごす場となっています。また、心に病のある女性限定のフリースペース「みんと」、主に高次
脳機能障害の人を対象とした夜間開催の「フリースペース Danke」と連携を取り、３つのサロンとの間
で相乗効果を図りながら多様な選択肢を提供しています。
　さらに、傾聴ボランティアは福祉学習とし
て傾聴の勉強会「輝きの海」を立ち上げ、当
時より継続して勉強を続けています。年２回
外部講師による講座を開催し、隣接区の親
の会や関係機関スタッフ等に広く呼びか
け、精神障害への理解や知識を深める啓
発活動を行っています。

精神保健福祉サロン You&Meの様子
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重点項目

現状と課題

将来の目指す姿

柱2-2 様々な人がつながり、お互いに支え合える地域づくりを進めます

◆高齢者に対する虐待や児童虐待などの事例においては、それぞれの家庭において家族関係、
失業や経済的な問題、介護負担が要因となる重層的な問題を抱えている場合もあり、児童や
高齢者、障害者の権利擁護と自立支援の観点からも、相談や発見を早期に行い、問題の解決
を図るための体制の整備、家族に対する支援の充実が求められています。

◆地域の潜在的な生活課題の発見には、地域全体の見守りを更に推進するとともに、民間協力事業
者による緩やかな見守りと合わせ、地域での気づきの目を広げていくことが求められています。

◆少子高齢化、核家族化、生活スタイルの変化により価値観が多様化する中で、すべての住民が
その人らしい生活を送る権利が保障され、必要な援助を受けることができる環境を充実させる
ことは地域福祉を考える上で重要なことです。

◆一人ひとりがもつ権利が侵害されることなく、安全で安心した生活を送るためには、一人ひとり
の人権が尊重され、権利が擁護されなければいけません。特に判断能力が十分でない場合等
に、権利が保障されるための取組を推進します。

１ 地域全体で日頃からの見守り・顔の見える関係づくりが進み、支援を必要な人が孤立すること
なく、どこかにつながることができています。

２ どこに相談しても必要な機関につながる体制づくりが進んでいます。
３ 生活課題が複合化・深刻化する前の段階で早期に発見され、適切な支援につながっています。
４ 地域全体でいざというときに支援を必要とする人を支えることができる活動がひろがっています。

当事者やその家族、多世代
の交流を深める取組の推進

見守り・支え合いのネッ
トワークづくりの推進

権利擁護の
推進

柱2-2-１ 柱2-2-2 柱2-2-3

コラム かちだ地区おもいやりネットワーク連絡会（かちだ地区）

　高齢者の多い勝田団地では住民主体の地域活動として、誰もが安心して元気に暮らせる団地を目指す
「かちだ地区おもいやりネットワーク連絡会」があります。毎週開催のサロン、緊急連絡先カードやあんし
んカードの取組、災害時安否確認訓練、毎朝の健

け ん

“幸
こ う

”ラジオ体操、夜間ライト
運動など孤立させない地域づくりの取組が平成20年から続いています。
　ここ数年、団地内のスーパー等が撤退し、買い物という新たな生活課題
に直面。生活課題や生活ニーズ、担い手を把握するため、全世帯向けアン

ケートを実施しました。その結果、住民のニー
ズの半分が買い物であり、新栄地域ケアプラザ協力のもと課題解決に
向けた組織づくりを進め、平成30年10月に住民主体の買い物等代行「お
たがいさま会」が発足しました。
　平成31年度の依頼実績は143件となり、住民の皆さんの暮らしを支え
る重要な活動のひとつとなっています。おたがいさま会
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柱2-2-1 当事者やその家族、多世代の交流を深める取組の推進

内 容

（１）地域住民、企業や関係機関と協力して、誰もが利用できる居場所を増やすなど、様々な人
の交流の充実を図ります。

（２）妊産婦、子どもとその養育者、介護者、障害者とその家族等が生き生きと過ごせる場や、地
域の人と交流できる機会や場づくりを進めます。

具体的な
取組

◆地域の活動団体同士の交流の場づくり
◆当事者やその家族などが孤立しないための取組の充実
◆市立保育園における子育て支援と交流の場の充実
◆困難を抱える小中学生への学習支援や居場所づくり

活動指標
【定量評価】
企業等が主催・共催し誰もが利用できる地域の居場所の数
現状値（令和元年度）：３か所　目指す方向性：↗

SDGs

柱2-2-2 見守り・支え合いのネットワークづくりの推進

内 容

（１）家族や近所の人、周囲の人の変化に気づき、身近な支援機関や支援者、区役所等につな
げる大切さを区民に伝えるためのPRを実施します。

（２）日頃の活動を通して地域住民等の変化に気づく意識を広めるため、企業、商店、施設、
NPO法人等との連携を推進します。

（３）災害時などの緊急時に備えて、平常時から顔の見える関係を築けるよう、災害時要援護者
支援等を通じた地域主体の見守り活動のさらなる支援を進めます。

具体的な
取組

◆地域の交流サロンでの情報提供
◆困りごとを抱えている人に早期に気づき、支援につなげる相談窓口（関係機関）の広報・啓発
◆支援が必要な人だけでなく、その予兆がある人を必要な支援につなげるための地域や関

係機関・学校・企業等のネットワーク構築の推進
◆都筑区災害時要援護者支援事業「つづき そなえ」の実施

活動指標

【定量評価】
要保護児童等対策地域協議会地区別会議・分野別会議（講座等）開催数
現状値（令和元年度）：２回　目指す方向性：↗

【定性評価】
分野別また分野を超えたネットワーク構築の推進状況

SDGs
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柱2-2-3 権利擁護の推進

内 容

（１）成年後見制度等の権利擁護を必要とする人を早期に発見し相談対応していくために、必
要な広報等を関係機関等と連携して実施します。

（２）制度を活用するにあたり、必要な制度・体制を整備するほか、自己決定の支援に向けた必
要な取組を進めます。

具体的な
取組

◆障害者等の当事者への理解と見守りを広げていくための取組の検討（自立支援協議会）
◆権利擁護事業（日常生活自立支援事業）、成年後見制度の普及・促進
◆エンディングノート等自己決定の支援のための取組の推進

活動指標 【定量評価】
エンディングノートの配布数　現状値（令和元年度）：４，４００件　目指す方向性：↗

SDGs

コラム 都筑区基幹相談支援センター くさぶえ

　都筑区基幹相談支援センターくさぶえは、都筑区福祉保健センターや都筑区生活支援センターここ
ろ野と連携し、障害のある人やその家族などからの相談に応じるとともに、地域の人や関係機関等とも
連携し、「障害のある人も、誰もが暮らしやすい地域づくり」に取り組みます。

【権利擁護・虐待の防止の取組】
　基幹相談支援センターの取組の一つに「権利擁護・虐待の防止の取組」があります。意思決定支援、権
利侵害の防止、成年後見制度の利用案内・申立ての支援、関係機関への普及啓発などを行っています。

【都筑区自立支援協議会】
　障害のある人が住み慣れた地域で、その人らしく暮らし続けるために、都筑区の障害福祉に関わる
機関・団体が集まり、ネットワークをつくっています。
　その中で、『つづきまるっとプロジェクト』では、「障害のある人も、ない人も、誰もが暮らしやすい都筑
区」を目指して、地域ケアプラザと一緒に、世代・障害に関わらず色々な人との交流ができるカフェや、障
害理解を深める地域住民向けの講座を企画・実施しています

地域交流事業（園芸ボランティア）
日中活動
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重点項目

現状と課題

将来の目指す姿

柱2-3 いきいきと健やかに暮らせる地域づくりを進めます

◆健康づくりには、一人ひとりが自らの生活習慣の改善に取り組むことも大切ですが、それに加
えて、人と人とのつながりをつくることも重要であるといわれています。一人ひとりが健康への
意識を高め自分にあった方法で健康づくりを進めるとともに、地域の中で継続的に健康づくり
活動が行われることが必要です。

◆誰もがいきいきと暮らすためには心身の健康の維持や増進が重要であり、乳幼児期から高齢
期のライフステージにあわせた病気の予防的視点をもった取組が必要です。

◆都筑区は15歳未満の人口が多い一方で高齢者人口の伸び率は高く、今後高齢化が急速に進
んでいくことが予想されます。そのため、可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人
生の最後まで続けられるよう、健康づくりや社会参加の取組を進めていくことが重要です。

◆保健・医療・福祉の3分野に加えて、様 な々分野が相互に密接な関係を形成し、ネットワーク化を図る
ことにより、利用者に効果的・効率的なサービスの提供や支援ができる環境の整備が必要です。

１ 子どもや若い世代からの健康づくりや病気の予防的視点を持った取組が充実し、健康寿命
が延びることで、高齢になっても自分らしい生活を実現できる人が増えています。

２ 子どもがいきいきと健やかに育ち、高齢者が元気に地域活動の担い手として力を発揮でき、
あらゆる世代が健康に生活できるための環境づくりや取組が進んでいます。

３ 年代や病気や障害等の違いなど様々なニーズに合った健康づくり活動が増え、健康づくり活
動を通じてつながりが育まれ、地域の活性化にもつながっています。

地域主体の健康づくりの推進

健康づくり・介護予防の推進

子どもや働き・子育て世代の健康づくりの推進

保健・医療・福祉等の多分野による連携の促進

柱2-3-1

柱2-3-3

柱2-3-2

柱2-3-4

コラム シェアリーカフェ ～スローカフェ都筑～

　中川地区には横浜市通所型支援サービスB事業（介護予防や生活支援の活動を補助し、高齢者が自
分らしい生活を送れる地域を目指す為の横浜市独自の補助金事業）として、NPO法人 I Love つづき ～
スローカフェ都筑～があります。中川駅より徒歩３分程にある人気のパン屋さんが入るビル内、シェアリー
カフェにて毎週金曜日の午前中に行われています。ソプラノ歌
手による歌唱やスチールギター・アコースティックギターの演
奏、大人の読み聞かせやお茶講座、顔ヨガ講座など、さまざま
なプログラムの提供が行われています。講座後には中川駅周
辺のお店からのデリバリーで週替わりで色々なランチが楽し
める事は勿論ですが、地域の活性化にもつながっています。



5151

推
進
の
柱
2

第
4
章

柱2-3-1 地域主体の健康づくりの推進

内 容

（１）身近な地域で行われる健康づくりや介護予防の活動等が充実するよう、保健活動推進
員、食生活等改善推進員（ヘルスメイト）、介護予防ボランティアなどの地域人材が中心と
なり、参加しやすい活動を進めます。

（２）老人クラブ等と連携し、高齢者が活動・活躍できる場や機会をつくり、地域活動の一層の
活性化につなげます。

具体的な
取組

◆元気づくりステーションの立ち上げや運営支援
◆保健活動推進員や食生活等改善推進員（ヘルスメイト）などと連携したロコモ予防の普及

啓発
◆自分の健康状態を知る機会づくり
◆地域人材の養成支援

活動指標

【定量評価】
⚫元気づくりステーションのグループ数 
　現状値（令和元年度）：18グループ　目指す方向性：↗
⚫地域での保健活動推進委員による健康チェック実施回数
　現状値（令和元年度）：43回　目指す方向性：↗

SDGs

柱2-3-2 子どもや働き・子育て世代の健康づくりの推進

内 容
（１）若い世代が多く住むという都筑区の特徴を踏まえ、子どもの頃から心身の健康づくりに関

わる取組を進めます。また、仕事や子育て等で忙しい中でも生活習慣を見直すきっかけと
なるよう、働き・子育て世代に多い心身の健康問題に関する啓発を進めます。

具体的な
取組

◆企業や地域団体等と連携した健康講座の開催
◆食生活等改善推進員（ヘルスメイト）と連携した保育園や小学校等での食育交流会の実施
◆乳幼児健診や両親教室等での健康づくりに関する情報提供
◆むし歯・歯周病予防やオーラルフレイル予防の取組の推進

活動指標
【定量評価】
食育・健康フェアの参加団体数・参加者数
現状値（令和元年度）：18団体・約700人　目指す方向性：↗

SDGs
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柱2-3-3 健康づくり・介護予防の推進

内 容

（１）高齢者が住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを続けることができるよう、地域の特性を
活かしながら、介護予防に取り組める事業を展開します。

（２）高齢者の生活課題を解決するために、高齢者の暮らしの状況や生活上のニーズを把握し
ます。

具体的な
取組

◆都筑野菜や緑道などの区内の資源を活用した取組の推進
◆むし歯・歯周病予防やオーラルフレイル予防の取組の推進【再掲】
◆元気づくりステーションの立ち上げや運営支援【再掲】
◆要支援1・2の要支援認定を受けた人等への介護予防の推進及び生活支援サービスの提供

活動指標
【定量評価】
健康づくり・介護予防普及啓発講座等の開催数、参加者数
現状値（令和元年度）：24回・535人　目指す方向性：↗

SDGs

コラム 元気づくりステーション

　元気づくりステーションは、市内在住の高齢者が幅広く参加できる、介護予防に資する活動を行うグ
ループです。高齢者が地域の中で人とつながりながら、健康で生きがいのある生活ができることを目的
として活動しています。現在、都筑区では17か所（令和２年12
月末時点）の元気づくりステーションが活動しています。どの
グループも、地域の介護予防活動のモデルであり、中核を担
う存在です。
　元気づくりステーションの活動は、屋外で行うウォーキング
や、農作業、屋内で行う体操やヨガ、調理、脳トレなど、内容は
様々です。地域の人々によって運営され、参加する皆さんがそ
れぞれできることを協力し合いながら行い、主体的に活動し
ています。
　今後も、高齢者が歩いて行ける身近な場所に、主体的・継
続的な介護予防に取り組む様々なグループの活動を広げて
いくために、区役所では、住民の皆さんと共に、元気づくりス
テーションの立ち上げや運営支援に取り組んでいきます。

ポールウォーキング
（元気づくりステーションねこの手）
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柱2-3-4 保健・医療・福祉等の多分野による連携の促進

内 容 （１）保健・医療・福祉分野における多職種での、また地域の関係機関間での情報交換の場の
設定等を行い、横のつながりづくりを促進します。

具体的な
取組

◆地域の実情に合わせた生活支援サービス提供の仕組みづくり
◆地域ケア会議を活用した高齢者支援等に関するネットワークの構築
◆高齢者、障害者、子ども等の分野ごとのケアマネジメント機関の連携促進

活動指標
【定性評価】
⚫区域で行われている各分野のネットワーク会議の開催状況
⚫地域ケアプラザ圏域で行われている各分野のネットワーク会議の開催状況

SDGs

コラム 都筑区子育て支援センター「ポポラ」

　都筑区子育て支援センター「ポポラ」は、誰もが気軽に立ち寄れる子育ての休憩所のようなところです。
自由に過ごせるひろばをはじめ、子育て相談、情報提供、ネットワークづくり、人材育成、子育てサポートシス
テム、子育てパートナー（利用者支援）の7つの事業を区役所とともに運営しています。令和元年には都筑の
南部地域に、「都筑区子育て支援センターポポラサテライト」がオープンしました。子育て支援に関わる人々
と一緒に地域のネットワークづくりにも取り組み、都筑区の子育て拠点としての役割も担っています。
　都筑の街で安心して子育てができるように、子育て支援関係者のつながりを目的として、平成22年度
から区役所と都筑区子育て支援センターポポラが事務局となり、「子育てネットワーク交流会」を開催
しています。今では100名を超えるほどの子育て支援関係者が集まり、子育て支援の輪が広がっていま
す。交流会では、毎年、地域ごとの活動発表や、ワールドカフェ方式のグループワーク、映画鑑賞などを実
施し、支援者同士が交流しながら地域で抱える課題を共有し、解決の糸口を見つけられるように工夫し
ています。また、子育て中の親や子どもの笑顔を増やすため、まずは支援する人たちが元気で活動でき
るようにと互いの活動を認め合い、そしてあらためて子育て支援の大切さややりがいを確認できる場と
もなっています。交流会をきっかけに、外遊びや地域のサロンの開催、各エリアの子育てマップ作成など
地域での新たな取組にもつながっています。
　子どもが生まれ、育っていくときには、身近に成長を一緒に見守ってくれる人、気軽に相談できる人が
いることが大切です。地域で子育てを支える人たちがつながり、安心して子育て
できるためのネットワークづくりをすすめています。

子育てマップネットワーク交流会

【子育てネットワーク交流会のメンバー】
民生委員・児童委員、主任児童委員、保健活動推
進員、子育て支援者、市立保育園、こんにちは赤
ちゃん訪問員、民間保育園、横浜保育室、ログハウ
ス、地区センター、コミュニティハウス、地域ケアプ
ラザ、区社会福祉協議会、親と子のつどいの広場、
乳幼児一時預かり事業者等の子育て支援関係者
で子育てネットワーク交流会を行っています。
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地域における様々な主体が連携しながら、地域がもつ力をわかちあえる地域づくり

重点項目〈柱3-1〉

重点項目〈柱3-2〉

重点項目〈柱3-3〉

3-1-1

3-2-1

3-3-1

幅広い区民参加の促進を図ります

多様な主体の連携・協働による地域づくりを進めます

地域福祉保健活動を広げるための環境づくりを進めます

幅広い住民の参加の促進

地域福祉保健に関わる企業や社会福祉法人等との連携・協働の推進

地域福祉保健活動の充実
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重点項目

現状と課題

将来の目指す姿

柱3-1 幅広い区民参加の促進を図ります

◆住み慣れた地域で安心して充実した生活を送るためには、住民一人ひとりが福祉や健康づく
りに関心をもち、住民参加による福祉保健のまちづくりを行うことが重要です。

◆福祉教育や世代間交流などを通じて、地域の文化や福祉保健課題を知る機会を広げること
で、地域活動や行事・イベント等への参加や福祉保健課題の解決に向けた担い手づくりにつ
なげていくことが必要です。

１ あらゆる世代の人たちが地域と関わり合いをもち、福祉保健活動に参加する人が増えています。

２ 次世代を対象とした地域でのつながりを育んでいく取組が地域の多様な機関により取り組まれ、
子どもたちの地域への愛着が育まれています。

幅広い住民の参加の促進
柱3-1-1

コラム ボランティアセンター（都筑区社会福祉協議会）

　ボランティアセンターは、「ボランティアによる支援を必要とする人や団体」「ボランティア活動をしたい
人や団体」のコーディネートを行っています。相談内容によっては、地域ケアプラザなどの関係機関、地
区社会福祉協議会やボランティア団体等との連携を通じて、身近な地域での支え合い助け合いを意識
しながら解決に向けて取組んでいます。
　また、ボランティア団体交流会や講座等の実施、広報啓発活動等も行っています。交流会は、ボラン
ティア団体同士の横の繋がりをつくり、悩みや課題、その解決策等を共有することで、より円滑な活動に
つなげることを目的にしています。ボランティア講座は、活動者の発掘や育成、ボランティア活動者のス
キルアップ、活動者同士の繋がりづくりを目的に開催しています。広報啓発活動は、ボランティア情報紙
の発行、ホームページやメールマガジン等も活用して、ボランティア関連情報の発信にも努めています。
様々な機会を通じて、多くの人がボランティア活動を身近に感じ、地域の中で生きがいをもって、活躍で
きるようなきっかけづ
くりを進めています。

ボランティア団体講座ボランティア団体交流会
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コラム 食育・健康フェア
～「噛むこと」・「食べること」を家族で楽しみながら健康づくりを考えよう～

　食育・健康フェアは「食育月間(６月)」と「歯と口の健康習慣(6月4日～10日)」にちなんだ催しです。
「食育」というと子どものことと思われがちですが、すべての世代の方にとって大切なことです。私たち
の健康に欠かすことの出来ない「食べる事」と、それを支える

「歯と口の健康」、そして「健康づくり」について楽しく紹介し
ています。

【パネル展】
　区内幼稚園、保育園、小中学校、企業、団体などの「食育」や

「お口の健康」、「健康づくり」の取組、情報を展示しています。
【イベント「食育・健康フェア」】
　６月第４土曜日に都筑区歯科医師会、都筑区食生活等改
善推進員会、都筑区保健活動推進員会等の団体や企業と連
携して実施しており、親子で楽しめる体験コーナーやゲーム
等、たくさんのブースを出展しています。

柱3-1-1 幅広い住民の参加の促進

内 容 （１）地域活動に関心を持つ人を増やし、一人でも多くの住民が地域活動に参加できるよう促
し、地域活動の担い手育成につなげていきます。

具体的な
取組

◆地域活動へ一歩踏み出す後押しをする取組の実施
◆地域情報や活動に関する情報発信など地域を知るきっかけづくり
◆幅広い方に地域行事等に参加してもらう呼びかけ・コーディネートの実施
　（学生の力の活用、若い世代へ子どもをきっかけとした地域への関わりの促進）
◆地域ケアプラザのボランティアコーディネート機能の充実

活動指標
【定量評価】
地域ケアプラザが把握しているボランティア新規登録人数
現状値（令和元年度）：45人　目指す方向性：↗

SDGs
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重点項目

現状と課題

将来の目指す姿

柱3-2 多様な主体の連携・協働による地域づくりを進めます

◆複数の組織や団体が協力したり、お互いを補い合うことで、それぞれの活動や取組が広がり、
高い効果が期待できます。そのため、地域で活動する団体、行政、関係機関、企業、学校等が横
のつながりの関係を強め、連携を深めていくことが大切です。

◆社会福祉法の改正等により、社会福祉法人は公益性・非営利性を備えた法人として、地域貢献
への期待が高まっています。各法人・施設が地域とつながるとともに、実施する事業の特長を
活かし、地域ごとのニーズに合った取組を進めていくことが重要です。

１ 住民や自治会町内会などの地域団体と地域にある社会福祉法人等の施設、企業、NPO法人、
学校等、地域の多様な主体がそれぞれの強みや経験を活かしながら、地域課題に対して、連
携・協働して解決に向け取り組み、その取組が広がっています。

地域福祉保健に関わる企業や社会福祉法人等との連携・協働の推進
柱3-2-1

コラム 横浜型地域貢献企業 株式会社スリーハイの取組（東山田準工業地域）

　東山田地区にある株式会社スリーハイはシリコンラバー
ヒーターをはじめとする工業用ヒーターを製造する企業です。
平成16年に横浜市に移転して以後、住宅地と工場が隣接し
た準工業地域の企業として、地域とともに生きる企業づくりを
目指し、地域貢献活動を始めました。その一環で、株式会社ス
リーハイが東山田準工業地域の企業に参加を呼びかけ、平成
23年から「まち探検」事業を開始。東山田地区にある小中学校
の子どもたちを受け入れ、東山田準工業地域の工場見学や職
場体験を行っています。子どもたちにとっては、ものづくりの魅
力を肌で感じながら、働く人の思いを知り、身近な地域にある様々な職業を知る機会となっています。
また、「まち探検」事業を通して、参加企業が互いの企業や東山田地区の地域とつながり、そこから更に
地域での活動が展開されています。「将来を担う子どもたちを共に育てていく」という思いを軸に、企業、
学校、地域と様々な連携が広がっています。

「まち探検」の様子

【横浜型地域貢献企業とは？】
横浜市では、横浜市民を積極的に雇用している、市内企業との取引を重視しているなど、地域を意識した経営
を行うとともに、環境保全活動や地域ボランティア活動などの社会的事業に取り組んでいる企業等を「横浜型
地域貢献企業」として認定しています。なお、株式会社スリーハイはこうした取組を通じて、横浜型地域貢献企
業479社（令和2年8月末現在）の中でも横浜を代表する企業としてプレミアム表彰企業に認定されています。
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コラム 地域と企業との協働 ～「リリィの集い」～（茅ケ崎中央）

　平成31年3月にオープンした民間のサービス付き高齢者向け住宅「リリィパワーズレジデンス セン
ター南」に、新栄地域ケアプラザの生活支援コーディネーターが「地域に開いた居場所づくり」を一緒に
出来ないかと働きかけました。この地域内には誰でも参加が出来る集いの場がないことと、地域とつな
がりを持ちたいという住宅側の希望が合致し、日中使用していない食堂を使った地域住民の集いの場、
交流の場として、令和元年8月に「リリィの集い」が立ち上がりました。
　サービス付き高齢者向け住宅には他区からの転居者が多く、地域情報を知る機会がない方も多くい
ることから、都筑区の魅力や歴史、地域情報、地域ケアプラザの機能などを伝える活動を取り入れてい
ます。3か月に1回の開催を続けながら、地域のボランティアによるレクリエーション活動、地域包括支援
センターや区内の民間福祉事業所による健康講座、身体を動かす体操なども行い、住宅の住民だけで
はない地域の身近な居場所であり、介護予防、認知症予防の場にもなっています。
　民間企業、福祉事業所、地域住民、関係機関など、多様な主体で目指す方向性を共有し、連携を図り
ながら地域づくりを進めています。

リリィの集いの様子

柱3-2-1 地域福祉保健に関わる企業や社会福祉法人等との連携・協働の推進

内 容

（１）企業、NPO法人、学校等地域の多様な主体が住民・地域団体等と連携・協働し、それぞれ
の強みを最大限に発揮して取り組めるよう支援します。

（２）社会福祉法人・施設が、その特徴や専門性を活かして地域貢献活動に取り組めるよう支援
します。

具体的な
取組

◆地域と多様な主体により実施されている事例の周知
◆学校と地域の協働の推進
◆地域と社会福祉法人・施設により実施されている事例の周知
◆地域と社会福祉法人・施設とのコーディネート
◆フードドライブの活用、フードバンク等との連携、推進

活動指標
【定性評価】
⚫地域と社会福祉法人が協働して実施している事例
⚫地域と企業が協働して実施している事例

SDGs
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重点項目

現状と課題

将来の目指す姿

柱3-3 地域福祉保健活動を広げるための環境づくりを進めます

◆地域では多くの住民が地域福祉保健活動に取り組んでいますが、担い手の負担増や財源の
問題、取組内容のマンネリ化等により、継続が難しくなっている活動も少なくありません。活動
を立ち上げるためや継続させていくための支援が求められています。

◆活動を継続させていくためには組織的な活動として継続・発展させていくことを通じて、地域
福祉保健活動の裾野を広げていく必要があります。

１ 地域福祉保健活動が継続、拡充するための環境が整備でき、地域の課題に応じた様々な活動
が広がっています。

２ 活動の立ち上げ・継続に必要な支援策が広く認知され、活用されています。

地域福祉保健活動の充実
柱3-3-1

コラム 都筑区ふれあい助成金及び「つづき あい基金」助成金

　都筑区社会福祉協議会では、地域で取り組まれている福祉保健活動や新規活動の立ち上げ等を支
援するため、助成金の制度を設けています。
　「都筑区ふれあい助成金」は、主に都筑区内で実施される、市民の自発的な福祉保健ボランティア活動や
障害当事者活動などを支援する助成金です。赤い羽根共同募金や市民から寄せられた寄付金などを財源
としており、地域福祉活動を財政面から応援したいという多くの人々の気持ちにより支えられています。
　また、「つづき あい基金」助成金は、都筑区地域福祉保健計画推進のため、計画に基づき地域で実施
される福祉保健活動を支援する助成金です。活動経費の一部を助成することで、「計画の推進」を資金
面からバックアップしています。「つづき あい基金」自体は、都筑区社会福祉協議会善意銀行配分金、都
筑区役所補助金、都筑区チャリティーゴルフ大会の収益金等で構成されています。

認知症＆予防カフェ（「つづき あい基金」助成金を活用）障害者余暇支援活動（都筑区ふれあい助成金を活用）
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コラム ふれあいの丘 ほっとボランティアの会（ふれあいの丘地区）

　「ふれあいの丘ほっとボランティアの会」は、平成30年５月に、ちょっとした困りごとの手助けをする生
活支援ボランティアグループとして設立されました。この取組は第３期ふれあいの丘地区別計画の目標
の「高齢者がいつまでも元気に暮らせる環境を創っていこう！」の中の１つの取組として、11名のふれあ
いの丘連合自治会や地区社協の幹部のメンバーと関係機関による準備会で、約１年間の議論を経て立
ち上がりました。
　立ち上げに向けての準備会では、アンケートの設問内容や会則のベースづくり（会設立総会時に最
終決定とした）などについて検討を進めました。アンケートはふれあいの丘連合自治会地区内にお住ま
いの全世帯に対し、地域活動への関心や、現在困っていることなどの設問でのニーズの把握だけでな
く、ボランティアの募集も併せて行ったところ予想以上に応募があり、最終的に22名の活動者で会をス
タートすることになりました。
　「ちょっとしたお手伝いをお互いにやりながら助け合うことで、生きがいにもつながるのではないか。」

「いつかはちょっとしたお手伝いが必要になってくる。少しでも早めに立ち上げたい。」という会長の想い
のもと立ち上がったこの会
は、今では毎月多くの依頼を
受け活発に活動が行われ、
地域での支え合いの輪が広
がっています。

活動の様子（草刈り）活動の様子（掃除）

柱3-3-1 地域福祉保健活動の充実

内 容

（１）身近な地域でちょっとした困りごと等を解決するため、ボランティア等の登録や相談、コー
ディネートを行う地区ボランティアセンターの立ち上げや継続を支援します。

（２）必要としている活動団体等に、新たな活動や継続的に活動を実施していくための助成金
や資金確保の手法、ノウハウ等の支援策を提供します。

具体的な
取組

◆日常生活のちょっとした困りごとをお手伝いする「生活支援ボランティア」などの立ち上げ、
継続支援

◆団体が自立して活動していくために必要な情報の提供
◆活動の立ち上げ・継続に必要な支援制度に関する広報
◆関連する他分野と連携した地域支援の推進

活動指標 【定量評価】
生活支援ボランティア登録数　現状値（令和元年度）：６団体　目指す方向性：↗

SDGs
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第4期都筑区地域福祉保健計画「つづき あい」地区別計画

１．地区別計画とは
　「地区別計画」はそれぞれの地区の特性に合わせ、計画期間に地域が主体となって地域の課題解決に向け
た取組を進めるための計画です。
　自分たちのまちを「こんなまちにしたい」という、思いが込められた計画で、区内15の地区連合町内会及び地
区社会福祉協議会エリアを単位として策定しています。
　「地区別計画」では、それぞれの地区の概況や、目標と具体的な取組などについて、まとめています。

【都筑区連合町内会自治会及び都筑区地区社会福祉協議会エリア図】

東山田山田

かちだ

中川

勝田茅ケ崎

茅ケ崎南
MGCRSふれあいの丘

都田
池辺

佐江戸
加賀原

柚木荏田南

川和

荏田南
渋沢 新栄早渕
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２．地区別計画策定の経過
　地区別計画の策定に当たっては、各地区での取組や地域課題について振り返り、第４期計画期間中に目指
すべき目標や具体的な取組について、話し合うため、「地域懇談会」が開催されました。
　地域懇談会は第3期計画期間中、毎年度各地区で必ず１回開催し、自治会町内会、地区社協、民生委員・児童
委員等地域で活動する団体の人が参加しています。
　また、地域懇談会で把握した各地区に共通する課題については、区計画へも反映させていきます。　

地域懇談会等での意見交換
第3期地区別計画の推進・振り返り 第4期地区別計画の検討・策定

⚫地域の現状や課題の共有
⚫第3期計画の振り返りに関する意見交換

各地区に共通する課題（第３期地区別計画から継続）
「地域活動の担い手育成・確保」「地域のつながりづくり」
「地域における情報の収集と発信」

⚫各地区での第4期計画における課題と課題
解決に向けた目標及び取組項目を検討

【都筑区内の地区名と地名】

地区名 町名
1 東山田 東山田一～四丁目、東山田町
2 山田 北山田一～七丁目、すみれが丘、南山田一～三丁目、南山田町

3 中川 あゆみが丘、牛久保一～三丁目、牛久保町、牛久保西一～四丁目、牛久保東一～三
丁目、大棚町、大棚西、中川一～八丁目、中川中央一・二丁目

4 勝田茅ケ崎 勝田町、勝田南一・二丁目、茅ケ崎中央、茅ケ崎町、茅ケ崎東一～五丁目、茅ケ崎南
一～五丁目

5 かちだ 勝田団地
6 新栄早渕 新栄町、早渕一～三丁目
7 都田 大熊町、折本町、川向町、桜並木、長坂、仲町台一～五丁目、東方町、平台
8 池辺 池辺町
9 佐江戸加賀原 佐江戸町、加賀原一・二丁目

10 川和 川和町、川和台、二の丸
11 荏田南 荏田南一～三丁目、大丸
12 渋沢 荏田東一～四丁目、荏田東町

13 茅ケ崎南MGCRS メゾンふじのき台、港北ガーデンホームズ、クレストヒルズ、ルネサンスガーデンセン
ター南、グランスイートセンター南

14 ふれあいの丘 葛が谷、高山、富士見が丘、見花山
15 柚木荏田南 荏田南四・五丁目、荏田南町
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計画の推進体制

１．区計画の推進の考え方と推進体制について

◆区計画の推進の考え方
　地域福祉保健計画は、区民の皆さんや活動団体、企業等と区役所、区社協、地域ケアプラザが目標や取組の
方向性を共有し、協働して活動や取組を進めることで、推進を図っていくものです。着実な推進のためにも、お互
いの活動を理解し、尊重しつつ役割を明確にしたうえで連携していくことが重要です。

◆区計画の推進組織の構成と役割
　区計画全体の進捗状況を確認し、計画推進に必要な取組を検討する体制として、第４期計画においても、継
続して下記の体制を設置します。
〇都筑区地域福祉保健計画推進委員会

　第４期計画の策定及び推進を目的に、自治会町内会長をはじめ、福祉、保健、医療その他各種団体の代
表や学識経験者から構成される会議です。この会議を推進・進捗確認の場として位置づけ、計画の推進等に
ついて協議していきます。また、より具体的な議論を交わし、効果的に取組を推進するため、委員会の下に各
分野について、検討する場を設けます。

【地域福祉保健計画の推進体制】

都筑区
地域福祉保健計画

推進委員会

区役所・区社会福祉協議会・地域ケアプラザ

「子ども・青少年」について検討する場
例）子ども・青少年部会

意見交換
意見交換

「高齢者」について検討する場
例）区レベル地域ケア会議

「障害者」について検討する場
例）障害者自立支援協議会全体会

「健康づくり」について検討する場
例）「健康づくり施策の推進」検討会

「生活困窮」について検討する場
例）区レベルセーフティーネット会議

※既存の組織の活用も含む

地域における活動
地域における活動

地域における活動
地域における活動

地域における活動
地域における活動

地域における活動
地域における活動

地域における活動
地域における活動
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２．地区別計画の推進の考え方と推進体制について

◆地区別計画の推進の考え方
　地区別計画は「地域の皆さんで作った地域のための計画」であり、策定の段階だけではなく、その推進も地域主
体で進めていくことになります。計画に記載のある取組は地区で活動する様々な人や団体がそれぞれの活動の
中で取り組むことも多く、その進捗状況等を確認したり、取り組んでいく上での課題等を共有する場が必要です。
◆地区別計画の推進組織の構成と役割
　各地区では、地区別計画の推進・進捗管理を行う体制を作ります。15ある連合町内会自治会・地区社会福祉
協議会エリアごとに状況は異なりますが、自治会町内会、地区社協、地区民生委員児童委員協議会などの地域
団体や地区の中で活動する様々な分野の人々の参加により構成します。
　これまである既存の組織（支え合い連絡会など）を活用することも考えられます。
　なお、地区別計画の推進に当たっては、区役所と区社協、地域ケアプラザが連携して、地域の様々な活動を支
え、応援していきます。

３．計画の振り返りについて

◆区計画の振り返り
〇各年度の振り返り

　毎年度の「都筑区地域福祉保健計画推進委員会」において、目標に沿った取組がどの程度進んだか、次
年度に向けての課題、新たに取り組むべきこと等について報告し、意見をいただきます。

〇評価内容・手順
　区計画の評価は、各重点項目に設定する「評価指標」に基づく以下の取組等の推進状況について、「目指す
姿」にどれだけ近づいたかという視点で、定量（量）及び定性（質）の両面から総合的に判断し、評価を行います。

　⚫地域課題解決に向けた区・地域の取組 ⚫地域づくりを進めるための区域の施策や事業
　⚫住民が主体的に進めている活動 ⚫住民と多様な主体が連携・協働して進めている活動等

評価指標

手順１

定性評価視点

手順２

定量評価に際して、目指す姿に近づくための取組・活動の結果を数値で表すこと、かつ
経年で追うことが可能なものを「評価指標」として設定しました。

３つの推進の柱ごとに位置付けられた９の重点項目について、「評価指標」の経年変化
や「定性評価視点」の取組状況を把握し、定量・定性評価を行います。

定性評価に際して、「様 な々主体を巻き込んで打ち合わせを重ねた」等、目指す姿に近づく
ための取組・活動（結果）を進めるために行ってきたことや今後の課題となること（経過）等、
数値で表せない質的な視点で確認するものを「定性評価視点」として設定しました。

９の重点項目ごとに「目指す姿」にどれだけ近づいたかについて考察します。この際も、
「結果」と「経過」、「できたこと・やったこと」と「課題」の視点を持って考察し、考察結果
をもとに３つの推進の柱ごとの総合評価を行います。

【評価の手順】

【評価の構成項目】
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【評価の視点】
　評価では、下表のように、「結果」と「経過」の視点で取組状況の確認をしていきます。

第４期 評価指標の視点 定義

結果（定量）
目指す姿に近づくための、
⚫対象者の生活の質の向上につながる取組や仕組みができたか
⚫課題解決に向けた取組はどの程度達成されたか

経過（定性）
（結果以外の

もの）

地域における取組

⚫「結果」のために、地域でどのような取組が行われたか
⚫住民・地域が主体的に取り組めたか
⚫関係機関・民間企業・市民活動団体等と公的機関、支援機関

が協働して取り組めたか

支援機関（区・区社協・
地域ケアプラザ）による
支援・地域への関わり

⚫「結果」のために、支援機関の働きかけや取組（支援）はどう
だったか

⚫区として計画に位置付けた支援策はどの程度行われたか
※新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響を踏まえ、評価方法については柔軟に対応していきます。

◆地区別計画の振り返り
〇地区ごとの振り返り

　地区ごとに組織されている「地区別計画の推進・進捗管理を行う場」を、必要に応じて開催し、進捗状況等
の確認を行います。活動団体等がどの程度取組を進めたか、団体同士の活動状況の共有等も行い、次の活
動につなげていきます。
　また「地域懇談会」を年1回程度開催します。地域懇談会では計画の取組状況や今後の方向性等について、
広く住民間で意見交換を行い、そこで出た意見を取組に反映させるなど、計画の推進につなげていきます。

〇地区間での情報共有
　それぞれの地区でどのような目標を掲げて活動を進めているのか、具体的な取組内容等の情報交換、発
表の場として、「つづき あいフォーラム」を年1回開催します。
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